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本論文で用いた主な記号および用語一覧 
 
主な記号 
 
  ：応力集中係数 
   ：ボルト締めしたストップホールの応力集中係数 
   ：ストップホールの応力集中係数 
  
  ：最大主応力角度で補正したストップホールの応力集中係数 
  ：応力緩和係数 
  ：すべり抵抗低減係数 
  ：ひずみゲージ計測値の平均値 
  ：すべり係数 
 
 
 ：摩擦接合用高力ボルトの 1ボルト 1摩擦面あたり許容力 
  ：橋軸方向公称応力 
        ：FEM解析によって算出されたストップホール縁の板曲げ応力 
        ：FEM解析によって算出されたストップホール縁の膜応力 
   ：公称応力（純断面） 
   ：引張強さ 
   ：公称応力（総断面） 
   ：降伏点 
   ：付加曲げモーメトによる付加応力 
  ：公称せん断応力 
    
 
：支圧接合用ボルトの 1ボルト 1せん断面あたり許容せん断応力度 
     
 
：1ボルト 1せん断面あたり終局せん断強度 
    
 
：1ボルト 1せん断面あたり降伏せん断強度 
  ：最大主応力の発生位置角度 
  ：ポアソン比 
   ：公称応力用ひずみゲージ計測値の平均値のひずみ範囲 
    ：公称応力（純断面）  の応力範囲 
      ：応力集中係数 で補正した応力範囲 
      ：応力勾配   で補正した応力範囲 
 vi 
   
  ：ストップホール縁の亀裂発生点の応力範囲（ を用いた場合） 
    ：ストップホール縁の亀裂発生点の応力範囲（       と       を用いた場合） 
    ：公称応力（総断面）  の応力範囲 
    ：残存断面降伏以後の当て板断面分担荷重の増加量 
  ：ボルト孔径 
  ：ボルト間隔 
  ：縁端距離 
  ：ボルトの呼び径 
  ：載荷中心から補修後の欠損断面の中立軸までの偏心距離 
  ：応力勾配 
  ：材料定数 
  ：ストップホール径 
  ：切欠き長さ 
  ：トルク係数 
  ：図-5.4におけるおねじとめねじの隙間（おねじ谷部） 
  ：接合面数 
  ：当て板片側ボルト本数 
   ：母材片側ボルト孔数 
    ：当て板枚数 
  ：せん断面数 
  ：図-5.4におけるおねじとめねじの隙間（おねじ山部） 
  ：図-5.4におけるおねじとめねじの隙間（フランク部） 
  ：ボルトの純断面半径 
  ：板厚 
  ：当て板の幅 
   ：当て板の純断面幅 
 
 
 ：中立軸から算出位置までの距離 
    ：ボルト軸部断面積 
   ：当て板断面積 
   ：残存断面積 
   ：純断面積 
   ：総断面積 
  ：材料定数 
 vii 
  ：ねじ山ピッチ 
  ：ヤング係数 
  ：ねじのとがり山高さ 
  ：補修後の欠損断面二次モーメント 
  ：疲労寿命 
  ：標準ボルト軸力 
   ：ボルト導入軸力 
     ：当て板の降伏引張耐力 
  ：ねじ底の円弧半径 
  ：載荷荷重（試験体に与えた荷重） 
     ：高力ボルト当て板要素の許容支圧耐力 
  
  ：ボルト軸部と母材孔辺での支圧抵抗 
   ：すべり耐力 
     ：高力ボルト当て板要素の許容すべり耐力 
      ：高力ボルト当て板要素のすべり耐力 
  
  ：すべり発生時の当て板分担荷重 
    
  ：終局時のすべり抵抗 
  
   ：すべり発生時の残存断面分担荷重 
   ：終局耐力 
  
 
 ：当て板部の抵抗力 
  
   ：残存断面の破断荷重 
     ：残存断面降伏する時に試験体全体に与えられた荷重 
    
  ：残存断面降伏する時に当て板の分担荷重 
    
   ：残存断面降伏荷重 
 
    
 ：ボルトの終局せん断耐力 
 
   
 ：ボルトの 0.2％耐力を用いたボルトの降伏せん断耐力 
 
   
 ：母材の降伏せん断耐力 
   ：当て板部荷重分担率 
    ：残存断面荷重分担率 
  ：ボルト締め付けトルク値 
  ：おねじとめねじの接触長さ 
  ：おねじにおけるせん断厚さ 
 
 viii 
主な用語 
 
応急補修 ：亀裂の恒久対策を検討する期間に，亀裂の更なる進展を遅延ある
いは抑制することを基本目的として実施される対策． 
高力ボルト当て板要素 ：片側 2本の高力ボルトと 2 枚の当て板で構成された最小単位． 
NEWねじ ：本研究で開発され，従来の高力ボルトに使用されているねじより
耐遅れ破壊に優れた新しい超高力ボルト用ねじ． 
限界耐力 ：本研究において，すべり耐力と終局耐力に分けられる． 
すべり耐力 ：本研究の試験体において，高力ボルト当て板要素にすべりが発生
した時の試験体に与えた荷重． 
終局耐力 ：本研究の試験体において，残存断面が破断する時に，試験体に与
えた荷重． 
公称応力 ：荷重を初期断面積で除して求めた応力． 
純断面応力 ：材片総幅からボルト孔の径や亀裂欠損の幅などを控除した純幅に
板厚を乗じたものを純断面積と呼ぶ．それをもとに計算される応
力． 
総断面応力 ：ボルト孔の径や亀裂欠損の幅など控除を行わず，材片総幅に板厚
を乗じたものを総断面積と呼ぶ．それをもとに計算される応力． 
相当塑性ひずみ ：多軸ひずみ状態の塑性ひずみを単軸ひずみに換算したもの．  
亀裂モード ：亀裂の変形様式．一般に，図-1に示すように 3つのモードに分類
される．モードⅠは開口型と呼ばれ，亀裂面に対称に亀裂面を分
離させるような変形である．モードⅡは面内せん断型と呼ばれ，
亀裂面内で上下面を互いに逆方向にすべらせるような変形であ
る．モードⅢは面外せん断型と呼ばれ，亀裂面内で上下面が左右
にくい違いを起こすような変形である． 
 
 
 
     (a) モードⅠ (b) モードⅡ (c) モードⅢ 
           図-1 亀裂モード 
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第 1章 緒論 
 
 
1.1 本研究の背景 
 
 近年，交通量の増加，大型車混入率の増加および供用年数の増加により，鋼橋の疲労損傷が顕在
化してきている [1.1] [1.2] [1.3] [1.4]．通常，疲労損傷という場合は，部材相互の接合部あるいは切
欠き部などの応力の集中しやすい部分から小さな疲労亀裂が発生し，徐々に進展・拡大する現象を
指す [1.1] [1.5] [1.6]． 
 成長した疲労亀裂の先端に引張応力が繰返し作用する場合，亀裂の長さと引張応力の大きさが一
定の条件を満たすと一気に脆性的な破壊を生じる．この破壊は通常の静的荷重による延性的な破壊
に比べて急激であり，突然の落橋につながるおそれがある．例えば，1967年 12月 15日に，アイバ
ーの疲労破壊が原因となったアメリカ合衆国のオハイオ州カナウガとウエストバージニア州プリ
ーザントのオハイオ川に架かっていた Point Pleasant橋（写真-1.1(a)と(b)に示す）の崩落では，車両
31台が巻き込まれ 46人が死亡，18人が負傷した [1.7] [1.8] [1.9]．事故後の調査より，崩落時の 
 
  
     (a) 崩落以前の様子 [1.7]            (b) 崩落後の様子 [1.8] 
  
    (c) 崩落後のアイバ  ー [1.9]         (d) アイバーの疲労破壊 [1.9] 
写真-1.1 Point Pleasant橋の崩落 
 2 
すべてのアイバー（写真-1.1(c)に示す）の部材における静的な公称応力度は原設計で考慮した応力
度を超えてなかったことが確かめられた．崩壊の主要原因をたどると，写真-1.1(d)に示すように，
1つのアイバーのピン孔にあった 2個所の亀裂の脆性破壊によるとされた [1.9]． 
 最近，日本でも，2006年 10月に一般国道 25号の山添橋（写真-1.2に示す）（鋼 3径間連続 I桁
橋，橋長 128.02m，1971年竣工）で点検時に主桁の中程までに達する亀裂が発見された．山添橋は
山間部にあり，亀裂は橋下の地上からや橋台部からの遠望目視では発見不可能な支間中央部で 4本
主桁の内 1本に発生した [1.10]．幸いにも，当時実施されていた近接目視点検において見落されず
に発見・対処ができたため，落橋等の致命的な事態は防がれた．発見された亀裂は，写真-1.3に示
すように，主桁に設けたスリットに横桁を貫通させた箇所の溶接部から主桁の腹板に進展し，主桁
の腹板は断裂に近い状態となっていた．調査の結果より，亀裂全長のうち少なくともある範囲は亀
裂が一気に進展した可能性が高いとみられた [1.10] [1.11]．このことより，亀裂の初期発見に努め
るとともに，発見した亀裂に対して，迅速かつ適確的な対策（補修・補強）を行うことが不可欠と
考えられる． 
 
          
    写真-1.2 山添橋[1.10]         写真-1.3 山添橋の亀裂様子[1.11] 
 
 疲労亀裂の対策（補修・補強）は，一般に緊急対策，応急対策および恒久対策の 3つの考え方で
行われる [1.5]． 
 緊急対策は，検出された疲労亀裂が重大事故の引き金になるおそれが高い場合に，使用規制や仮
受けなどの緊急的な対策として実施される． 
 応急対策は，恒久的な対策を行うまでに疲労亀裂の進展や脆性破壊への移行を防止するために一
時的に実施される対策である．この対策の代表的なものにストップホール法がある [1.12]．ストッ
プホール法は，写真-1.4に示すように亀裂先端を除去することで，亀裂の進展を防止する．さらに，
亀裂の進展防止効果をさらに高める方法として，写真-1.5に示すようにストップホールを高力ボル
トで締付ける高力ボルト締付けストップホール法もある [1.13] [1.14]． 
 恒久対策は，亀裂発生以前の状態に回復させること，あるいは亀裂発以前よりも疲労耐久性を向
上させることを目的として実施される．この対策の代表的なものは，写真-1.6に示す高力ボルト当
て板補修・補強（以下，高力ボルト当て板補修と呼ぶ）工法である．  
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   写真-1.4 ストップホール法    写真-1.5 高力ボルト締めストップホール法 
 
   
      (a) 補修前の様子[1.11]              (b) 補修後の様子[1.11] 
写真-1.6 高力ボルト当て板補強 
 
 写真-1.6に示す高力ボルト当て板による疲労亀裂の補修工法は，施工に多くの時間が必要な場合
や施工のためにある程度の制約条件が存在する場合が多い．今後，老朽化した橋梁が増加するにつ
れて，疲労亀裂による損傷も激増すると予想され，恒久対策を行うまでの期間の安全性を確保する
ことができる応急対策がさらに重要となる．しかしながら，既に提案されているストップホール法
や，高力ボルト締付けストップホール法など応急対策は，亀裂断面欠損による応力増加あるいは応
力伝達経路の変化による付加曲げ応力に対処した方法ではない． 
 ここで，高力ボルト当て板を最小単位化にして，道路橋示方書で定められる高力ボルト継手の最
小単位であるボルト 2本（片側）を用いた高力ボルト当て板（以下，高力ボルト当て板要素と呼ぶ）
による応急的な補修は，断面欠損および応力伝達経路の変化に対応した対策として有効であり 
[1.1] [1.15]，亀裂の特異性を除去するストップホールと併用することで，その問題に合理的に対処
できると考えられる [1.16] [1.17] [1.18]．しかしながら，高力ボルト当て板による疲労亀裂の補修は，
多くが新設時の断面確保を基本に，新設橋梁を対象とした道路橋示方書 [1.19]で設計が行われ，疲
労亀裂の再発防止に主眼が置かれ，欠損断面を確保して安全側に設計されることが多く，静的耐力
の照査が問題になることは少なかった．これに対して，高力ボルト当て板要素による疲労亀裂の応
急補修の場合，短期間により安全側に設計するため，残存断面と当て板断面の荷重分担や補修後の
静的耐力を把握する必要があると考えられる．また，既設橋梁の補修が年々増加する中，財源およ
疲労亀裂 
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び環境上の問題から，要求性能を満足させるために必要な鋼材量を合理的に決定し，使用材量を減
少させることも強く求められている．鋼材量の減少は施工時間の短縮にも大きく関係している． 
 
 
1.2 本研究に関連する既往研究 
 
 疲労亀裂の応急的な補修に関連する既往研究としては，ストップホール（亀裂先端に円孔）を明
けることにより疲労強度の改善を図る法が多く研究されていた．その応急的な補修効果について，
J. W. Fisher らがストップホールの半径と亀裂長さから疲労亀裂の発生を防ぐ条件式を提案してい
る [1.12]．山田らは，面内ガセットのガセット端から発生した疲労亀裂のストップホールによる応
急的な補修の亀裂の再発について，ストップホールの必要曲率半径を用いて整理している [1.20]．
これらのストップホールの亀裂の応急的な補修効果に関する研究は，純引張荷重作用下の膜応力の
みの条件のもとで検討であった．これに対して，深沢らは，局部的な面外曲げに起因する疲労亀裂
のストップホール法による補修の効果について調べ，その有効性を示している [1.21]．大倉らは，
円孔を有する帯板の引張疲労試験と曲げ疲労試験（図-1.1に示す）を実施して膜応力および板曲げ
応力が作用する円孔の疲労強度について調べるとともに，膜応力と板曲げ応力を同時に受けるスト
ップホールからの疲労亀裂の発生を防ぐ条件式（式-1.1と式-1.2に示す）を提案している [1.22]． 
 
 
図-1.1 帯板試験体 [1.22]  
 
試験体 
亀裂の発生位置 
試験体 
亀裂の発生位置 
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                              (式-1.1) 
 
                                                           (式-1.2) 
 
ここに，     ：ストップホール縁の亀裂発生点の応力範囲 
    ：鋼材の降伏点 
         ：FEM解析によって算出されたストップホール縁の膜応力 
         ：FEM解析によって算出されたストップホール縁の板曲げ応力 
   ：ストップホール径 
   ：板厚 
 
 ストップホール法以外に関して，森はストップホールに高力ボルトを用いて締付けることにより
疲労強度を向上させる効果に及ぼす板厚，孔径およびボルト軸力の影響を調べている [1.13] [1.23]．
さらに，山田らは，疲労亀裂を模擬したスリットを入れた帯板試験体を用いてストップホールによ
る補修と添接板による補修について疲労試験によりその効果を調べている [1.16]．また，坂野らは，
疲労亀裂部に当て板補強をする際，高力ボルトではなく，高性能万力を使用した場合の補修効果に
ついて実験的に検討を行っている [1.24]．以上の一連の疲労亀裂の補修方法に関する検討では，純
引張や板曲げ載荷作用下の小型の帯板試験体による疲労試験や解析が行われている．一方，三木ら
は，図-1.2に示す梁試験体に取り付けられたフランジガセットおよびウェブガセットから発生した
疲労亀裂についてストップホール，ストップホールを高力ボルト締め付け，および高力ボルト当て
板による補修方法を適用し，その補修効果について検討を行っている [1.25]．以上の検討より，疲
労亀裂の先端に円孔をあけ，応力集中を緩和するストップホール法．また，そのストップホールを
ボルト締めすることより，母板と座金の接合面の摩擦によって力を転達させ補修効果を向上させる
ボルト締めストップホール法が，疲労亀裂の有効的な応急補修方法と考えられる． 
 
 
図-1.2 梁試験体 [1.25] 
載荷点 
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 ストップホール法，また，高力ボルト締付けストップホール法で補修した鋼部材の疲労強度評価
に関する主な研究は以下に示すように行われている．森らは，一連の平板に円孔をあけてボルト締
めした試験体を用いた応力測定試験およびそれらを対象とした三次元有限要素応力解析を行い，平
板に円孔をあけてボルト締めした試験体が軸方向力を受ける場合の疲労強度評価式（式-1.3 と式
-1.4に示す）を提案している [1.13] [1.14] [1.23] [1.26] [1.27] [1.28]． 
 
    
                               (式-1.3) 
 
                              
 
                        (式-1.4) 
 
ここに，    
  ：ストップホール縁の亀裂発生点の応力範囲 
   ：疲労寿命 
      ：材料定数 
   ：応力緩和係数 
    ：ボルト締めしたストップホールの応力集中係数 
    ：ストップホールの応力集中係数 
    ：ボルト導入軸力 
   ：標準ボルト軸力 
   ：ストップホール径 
   ：板厚 
 
 西尾らは，面内曲げを受けて面外ガセット溶接部に発生した疲労亀裂を有する桁試験体を用いて，
疲労試験とその試験体モデルを対象とした三次元有限要素応力解析を行い，森らの平板に円孔をあ
けてボルト締めした試験体が軸方向力を受ける場合の疲労強度評価式を応用して，面内曲げを受け
る高力ボルト締付けストップホール法で補修した面外ガセット溶接継手の疲労強度評価式（式-1.5，
式-1.6，式-1.7に示す）を提案している [1.29] [1.30] [1.31]． 
 
    
                              
           (式-1.5) 
 
                              (式-1.6) 
 
                                    (式-1.7) 
 
ここに，     ：公称応力範囲 
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   ：疲労寿命 
   ：応力緩和係数 
    ：ストップホールの応力集中係数 
   ：切欠き長さ 
   ：ストップホール径 
   ：板厚 
 
 また，森らは軸方向力とせん断力により発生した疲労亀裂に高力ボルト締付けストップホール法
で補修した試験体（面外ガセットを有する鋼桁）を用いた応力測定試験，疲労試験とその試験体モ
デルを対象とした三次元有限要素応力解析を行い，軸方向力とせん断力により発生した疲労亀裂に
高力ボルト締付けストップホール法を適用した面外ガセット溶接継手の疲労強度評価式（式-1.8，
式-1.9に示す）を提案している [1.32] [1.33]． 
 
    
             
                    (式-1.8) 
 
   
                            (式-1.9) 
 
 
ここに，    
  ：ストップホール縁の亀裂発生点の応力範囲 
   ：疲労寿命 
      ：材料定数 
   ：応力緩和係数（式-1.6から求める） 
   
  ：最大主応力角度で補正したストップホールの応力集中係数 
    ：           
                    
    ：                
                        
 
  ：                
   ：橋軸方向公称応力 
   ：公称せん断応力 
   ：最大主応力の発生位置角度 
 
 
1.3 本研究の目的 
 
 本研究では，道路橋示方書 [1.19]で定められる高力ボルト継手の最小単位であるボルト 2本（片
側）を用いた高力ボルト当て板（以下，高力ボルト当て板要素と呼ぶ）による疲労亀裂の応急補修
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に着目し，基礎研究として，高力ボルト当て板要素を用いた試験体の静的試験および疲労試験を行
い，高力ボルト当て板要素の配置が試験体のすべり耐力および母材の残存断面部が破断する終局耐
力に与える影響および当て板要素の配置が補修後の断面欠損部の疲労強度に与える影響を実験的
に調べること，また，これらの結果に基づいて，設計荷重に対して合理的な高力ボルト本数や，当
て板厚や，縁端距離などの必要量を性能照査型設計法に基づき求める方法，さらに，補修後の高力
ボルト当て板要素補修部の疲労寿命の評価方法を得ることを目的としている．本研究の課題を表
-1.1に示す．  
 
表-1.1 本研究の課題 
課題 1 高力ボルト当て板要素の配置による静的耐力と疲労寿命への影響の解明 
課題 2 疲労亀裂の応急補修ための高力ボルト当て板要素の設計法の確立 
課題 3 高力ボルト当て板要素による応急補修後の疲労寿命評価法の提案 
課題 4 高力ボルト当て板要素の適用範囲を拡大するための超高力ボルトの開発 
 
 課題1を解決するため，高力ボルト当て板要素を用いた試験体の静的試験および疲労試験を行い，
試験結果をもとに，高力ボルト当て板要素の配置による，補修断面における付加曲げモーメトの違
いおよびその付加曲げモーメントがすべり耐力および終局耐力に及ぼす影響，また，補修後の高力
ボルト当て板要素部の疲労寿命の違いを検討する．  
 課題 2を解決するため，まず，静的試験の結果をもとに，平面保持仮定および FEM解析を用い
てすべり耐力および終局耐力に至るまでの挙動を解明し，それぞれの簡単な推定式を提案する．そ
して，高力ボルト本数を 2本に固定した当て板要素補修部のすべり耐力，縁端距離を変化させた母
材の降伏せん断耐力，厚さを変化させた当て板の引張降伏耐力を計算し，それらの値のボルトの終
局せん断耐力に対する安全率を検討する．この一連の計算結果をもとに，静的耐力の面から，高力
ボルト当て板要素の設計法を検討する． 
 課題 3を解決するため，まず，疲労試験の結果をもとに，高力ボルト当て板要素部におけるすべ
りありとすべりなし場合の疲労寿命の違いを検討する．次に，平面保持理論および FEM解析をも
とに，高力ボルト当て板要素の配置による亀裂先端の応力勾配および応力集中係数の違いを検討す
る．最後に，これらの検討を踏まえ，高力ボルト当て板要素による補修部材の応力勾配および応力
集中係数による疲労寿命の簡易評価法を提案する． 
 課題 4は，より迅速で，より効果的な応急補修を行うには，従来の高力ボルトより高いボルト軸
力を導入する必要がある．それを解決するため，まず，超高力ボルトの遅れ破壊とねじ形状の関係
を調べる．次に，FEM解析をもとに，新しいねじ形状（NEWねじ形状）を提案し，その際の最も
大きな主応力値と相当塑性ひずみ値の低減効果を確認し，1,800N/mm2級超高力ボルトに使用する適
用可能性を検討する．最後に，NEWねじ形状で切削した超高力ボルトの引張破断試験およびリラ
クセーション試験を行い，NEWねじ形状超高力ボルトの性能を確認する．  
 9 
 本研究のフローを図-1.3に示す． 
 
 
図-1.3 本研究のフロ  ー
 
 
1.4 本論文の概要 
 
 本論文は，6章から構成されており，各章の内容を要約すると，以下のとおりである． 
 
 第 1章では，本研究の背景および本研究に関連する既往研究について述べ，本研究の位置付けと
目的を明らかにするとともに，本論文の構成をまとめている． 
 
 第 2章では，まず，本研究で行う静的試験および疲労試験の試験体の形状およびその決定経緯な
どの試験計画を述べる．そして，高力ボルト当て板要素を用いて試験体の静的載荷試験を行い，高
力ボルト当て板要素の配置による試験体のすべり耐力および母材の残存断面部が破断する終局耐
力に与える影響を検討する．さらに，試験後の試験体の観察および計測を行うとともに，FEM解析
によるシミュレーションを行い，高力ボルト当て板要素の配置による試験体のすべり耐力および終
局耐力の影響を解明する．最後に，静的試験結果に基づき，高力ボルト当て板要素を用いた試験体
のすべり耐力と終局耐力の簡単な推定式を提案する． 
 
 第 3章では，第 2章で使用した試験体を用い，高力ボルト当て板要素をすべらせない場合と高力
ボルト当て板要素が地震などの原因ですべった場合の 2つ試験ケースを設定し，疲労試験を行う．
目的：
高力ボルト当て板要素を用いた疲労亀裂の応急補修設計法の確立
課題1
高力ボルト当て
板要素の配置に
よる静的耐力と
疲労寿命への影
響の解明
課題3
高力ボルト当て
板要素による応
急補修後の疲労
寿命評価法の提
案
課題2
疲労亀裂の応急
補修のための高
力ボルト当て板
要素設計法の確
立
課題4
高力ボルト当て
板要素の適用範
囲を拡大するた
めの超高力ボル
トの開発
第2章
静的試験結果を基に，配
置によるすべり耐力と終
局耐力への影響を検討す
る．さらに，平面保持の
仮定とFEM解析結果を基
に，すべり耐力と終局耐
力の簡易推定式を提案す
る．
第3章
疲労試験結果を基に，配
置による疲労寿命への影
響を検討する．さらに，
平面保持の仮定とFEM解
析結果を基に，応力勾配
と応力集中係数を用いた
疲労寿命評価法を提案す
る．
第4章
試設計により，母材の降
伏せん断耐力，当て板の
引張降伏耐力がボルトの
終局せん断耐力に対する
安全率を検討し，静的耐
力の面から，高力ボルト
当て板要素設計法を検討
する．
第5章
FEM解析を基に，耐遅れ
破壊に有効な新しいねじ
形状を提案する．さらに，
提案するねじ形状で切削
した超高力ボルトを用い
て超高力ボルトの性能確
認試験を行い，その適用
可能性を検討する．
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得られた結果をもとに，まず，同じ試験体タイプにおいて，高力ボルト当て板要素のすべりがある
場合とない場合，補修後の断面欠損部の疲労寿命に与える影響について検討する．次に，同じ試験
ケースにおいて，高力ボルト当て板要素の配置が，補修後の断面欠損部の疲労寿命に与える影響に
ついて検討する．これらの検討は補修後の断面欠損部の純断面公称応力を用いた S-N線図をもとに
検討する．一方，補修後の試験体の疲労寿命を評価するため，補修後の欠損断面における応力範囲
に対して，平面保持を仮定して算出したストップホール縁での応力勾配，さらに，FEM解析によっ
て算出したストップホール縁での応力集中係数を用いた補正法を提案する． 
 
 第4章では，高力ボルト当て板要素を用いた疲労亀裂補修の特徴を，高力ボルト継手との違いや，
高力ボルト当て板要素の補修効果などの視点から述べる．次に，簡易な応急補修設計法を確立する
ため，疲労亀裂の応急補修における要求事項を把握したうえ，試設計の流れや，試設計の対象およ
び対象モデルのパラメータを設定し，試設計を行う．試設計では，高力ボルト本数を 2本に固定し
た当て板要素補修部のすべり耐力，縁端距離を変化させた母材の降伏せん断耐力，厚さを変化させ
た当て板の引張降伏耐力を計算し，それぞれの値をこの 2本ボルトの終局せん断耐力に対する比率
を安全率とし，高力ボルト当て板要素を用いた疲労亀裂補修部の各限界モードに至るまでの安全性
について検討している．以上より，静的耐力を考慮した高力ボルト当て板要素の設計手法を示して
いる．最後に，この手法により設計した補修部について，第 3章の疲労試験結果をもとに，補修後
の疲労寿命の簡単な評価法を示している． 
 
 第 5章では，高力ボルト当て板要素の適用範囲を拡大するために非常に有効な超高力ボルトにつ
いて，物質・材料研究機構で開発された材料強度が 1,800N/mm2級の水素感受性の低い超高ボルト
用鋼材を用いた高力ボルトを実現することを目指し，従来の JISねじ形状と SHTBねじ形状を比較
対象に FEM弾塑性解析を行い，ねじ部の応力集中をより緩和できる，より簡易な新しいねじ形状
を提案している．さらに，提案した新しいねじ形状の基本性能を確認するため，引張破断試験およ
びリラクセーション試験を行い，提案した新しいねじ形状は 1,800N/mm2級超高力ボルトに適用可
能であることを示している． 
 
 第 6章では，本研究で得られた研究成果をまとめ，残された課題についてもまとめている． 
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第 2章 疲労亀裂を高力ボルト当て板要素で補修した部材の静的挙動 
 
 
2.1 まえがき 
 
 恒久対策としての高力ボルト当て板補修は，断面欠損および応力伝達経路の変化に対応した対策
と考えられる．しかしながら，高力ボルト当て板による疲労亀裂の補修設計は，多くが新設時の断
面確保を基本に，新設橋梁を対象とした道路橋示方書で設計が行われ，安全側に設計されることが
多く，静的耐力の照査が問題になることは少なかった．これに対して，高力ボルト当て板要素によ
る疲労亀裂の応急補修の場合，短期間により安全側に設計するため，残存断面と当て板断面の荷重
分担や補修後の静的耐力を把握する必要がある．従って，本章では，道路橋示方書で定められる高
力ボルト当て板の最小単位である高力ボルト当て板要素（片側ボルト 2本を用いた高力ボルト当て
板）による応急補修を行った試験体の単調引張試験を行い，高力ボルト当て板要素による静的耐力
への影響を検討する．さらに，試験の結果をもとに平面保持を仮定した場合と FEM 解析の結果を
比較し，補修後の試験体のすべり耐力および終局耐力の推定式を提案する．  
 
 
2.2 試験体の設計 
 
2.2.1 補修対象の選定 
 平成 9年版の「鋼橋の疲労」に記された既存の疲労損傷事例[2.1]を表-2.1に示す．その事例表で
は，代表的な疲労損傷（疲労亀裂）について，橋梁型式ごとに発生部位を以下のようにまとめてい
る． 
(1) プレートガーダー橋では，対傾構，横桁と主桁の接合部や桁端の切欠き部やソールプレート部
に見られる． 
(2) アーチ，トラス橋では，補剛桁あるいはトラス弦材と横桁の接合部，縦桁と横桁の接合部等の
床組や，アーチ橋の垂直材上下端の接合部に見られる． 
(3) 鋼床版では，輪荷重走行位置の直下の溶接部（Uリブの突合せ溶接部，横リブと縦リブの交差
部および垂直補剛材とデッキプレートの溶接部）に見られる． 
 
 これらの部位のうち，主桁や主構の部材軸方向に対し直角に発生する疲労亀裂については，進展
すると部材の破断につながる可能性が高いため，発見後の応急対策が最も重要と考えられる．  
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表-2.1 既存の疲労損傷事例 [2.1] 
形式 着目部位 損傷箇所 
I げた 
箱げた 
(RC床版) 
I げた 
主桁端部 下フランジと切り欠いたウェブとの溶接部 
横構ガセットプレート 支点上横ガセットプレート取付部 
垂直補剛材，対傾構ガ
セット，横桁端部 
体傾構，横桁の取付け垂直補剛材上端溶接部 
対傾構弦材取付けガセットの溶接部，横桁端部 
端横桁端部 端横桁の端部，支点上垂直補剛材の上下端溶接部 
枝桁 主桁との溶接部，横桁との連結部（リベット孔） 
下フランジ板継ぎ部 下フランジ板継ぎ部の突合せ溶接部 
共通 ソールプレート 支承ソールプレートの溶接部 
アーチ， 
トラス 
上路アーチ 
垂直材端部 垂直材の上下端接合部 
補剛桁端部 端支柱上の補剛桁の端部 
中路アーチ アーチリブウェブ アーチリブウェブと横桁接合部 
下路アーチ 吊材 吊材の上下端の接合部 
共通（床組） 
横桁，端横桁端部 
横桁の端部 
端横桁および横桁の端部 
縦桁端部 縦桁，補強縦桁端部 
端横桁 端横桁ウェブと縦桁の接合部 
鋼床版橋 
鋼床版部 
縦リブ 
縦リブ（Ｕリブ）どうしの突合せ溶接部 
デッキプレートと縦リブ（Ｕリブ）の溶接部 
端横リブ，ダイヤフラムと縦リブの端部のすみ肉溶接部 
横リブ 
横リブウェブと縦リブとの交差部 
デッキプレートとの溶接部（現場溶接継手部による切欠
き部） 
垂直補剛材上端部 デッキプレートと垂直補剛材との溶接部 
箱桁部 
ダイヤフラム等隅角部 
ダイヤフラム隅角部の溶接部，横リブと垂直補剛材，ガ
セットの溶接部 
コーナープレート コーナープレートと下フランジ，ダイヤフラムの溶接部 
ゲルバー 
ヒンジ 
円弧状フランジを有するゲルバーヒ
ンジ 
下フランジと切り欠いたウェブとの溶接部 
I 断面（I 桁，上路アーチ側径間），箱断面（トラス） 
吊橋 ハンガー定着部 ハンガーを補剛桁に定着する吊ボルト 
橋脚 Ｔ型橋脚隅角部 柱とはりの溶接部 
付属物 
標識柱 標識柱とその取付け部 箱桁ウェブと標識柱基部および柱分岐部の溶接部 
吊金具 吊金具の取付け部 I 桁橋外桁部吊金具取付け溶接部 
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 本研究では補修対象として，図-2.1に示すような単純 I桁橋の支間中央付近の曲げモーメントが
卓越する部位の下フランジから亀裂が発生し，ウェブに進展している状態を選定する．下フランジ
から亀裂が発生し，ウェブに進展している亀裂は，図-2.2に示すような桁端部の支点部近傍から発
生した事例が報告されている[2.2]．しかしながら，この部分は，せん断が卓越し，かつボルトを配
置する領域の制約も大きい．そこで，本研究を基礎的な研究として位置づけ，対象を単径間の I桁
橋の曲げが卓越する区間で下フランジから発生した亀裂がウェブに進展した場合に，片側ボルト 2
本でウェブを用いて当て板補修を行い，応急補修するケースを対象とした． 
 
 
(a) 単純 I桁橋 
 
 
 
 
(b) 腹板の一部に着目 
図-2.1 補修対象モデル 
 
         モードⅠ   モードⅡ    モードⅢ 
図-2.2 桁端部の疲労亀裂            図-2.3 亀裂モード 
 
 本研究を基礎研究と位置付け，簡易化のため，図-2.3に示す亀裂モードとして，モードⅠを対象
として設計法を検討することにした．そのため，曲げモーメントが卓越する区間を対象とした．図
-2.2に示す桁端部のソールプレート前面からの亀裂が数多く報告されているが [2.1] [2.2] [2.3]，こ
れはモードⅡが大きいため，今後の課題と考える． 
 本研究では，疲労亀裂を有する部材の補修を，高力ボルト当て板要素を用いて行うことを想定し
ている．この場合，以下の 3つの観点から，現場での対応を容易にすることを考慮し，最小単位と
して高力ボルト 2本の高力ボルト当て板要素補修を想定し，これを高力ボルト当て板要素とした． 
(1) 高力ボルト当て板要素を標準化することで，部材のストックやその転用が可能となる． 
(2) 運搬・取り付け等が容易となる． 
(3) 設計が標準化される． 
補
剛
材 ウェブ
ソールプレート
下フランジ
疲労亀裂 
疲労亀裂 疲労亀裂 
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 また，本研究ではフランジの部分を高力ボルト当て板補修せずに，ウェブの位置で高力ボルト当
て板要素補修を行うことにした．その理由を以下に述べる． 
 まず，ウェブは板厚が薄いので施工がしやすいことからこの部分で補修することを考えた．次に，
この部分は，応力に余裕がある．そのため，この部分で応急補修をしておき，下側の引張フランジ
を用いた恒久補修の設計を行うことを考えた．特に引張フランジは，孔をあけると強度が下がる．
応力伝達経路を設けた供用下での施工によって，付加曲げ応力を緩和できた場合も，引張側フラン
ジの孔引きを行った断面で設計することに変わりはない．特に，継手位置より支間中央側の亀裂の
補修では，フランジ断面に応力の余裕が少ないので，これを踏まえて検討する必要がある，さらに，
ウェブの当て板をフランジでの恒久補修施工時の拘束材としても期待できる． 
 
2.2.2 試験体の形状 
 本研究の試験体は，図-2.4に示すように，載荷に使用する冶具の耐力（490 kN）を考慮し，幅 200 
mm，長さ 1,100 mmの矩形板（母材）に，荷重直角方向に幅 2 mm，長さ 152 mmの人工模擬亀裂
を設けた．亀裂の先端には直径 24.5 mmのストップホールを設けた．この母材は，2.2.1で述べたウ
ェブに疲労亀裂が進展しているケースをイメージした． 
 
 
               (a) 正面        (b) 側面    
図-2.4亀裂を模擬した母材（単位：mm ） 
 
 亀裂による欠損部分を高力ボルト当て板要素で補修したときの配置の影響を検討するため，その
200
1
1
0
0
152
24.5
127.5
9
ストップホール
直径：24.5mm
人工模擬亀裂
幅：2mm 長さ：152mm
5
5
0
5
5
0
48
3
2
7
5
3
2
2
3
2
7
5
3
2
9 9
9
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位置をパラメータとして 4つの試験体タイプを設定した．すなわち，図-2.5に示すように，高力ボ
ルトを試験体端部（母材不連続側）に配置した E タイプ試験体（図-2.5(a)に示す），ストップホー
ルに隣接して配置した Sタイプ試験体，高力ボルト当て板要素による補修後の欠損断面の中立軸を
載荷中心と一致させ，偏心によるモーメントの発生を回避したNタイプ試験体，さらに，高力ボル
トを亀裂と平行に配置したTタイプ試験体である．試験体の板厚は，母材と当て板ともに市場品と
して入手しやすい鋼板の最小板厚 9 mmを採用した．母材及び当て板の材質は SS400である．試験
体全表面に対してグリッドブラスト処理を行った．使用した高力ボルトはM22(F10T)であり[2.4]，
母材と当て板に設けたボルト孔の直径（ボルト孔径）はそれぞれ 24.5mm である[2.5]．当て板の形
状は，E，N，S タイプ試験体は，道路橋示方書[2.6]で定められている最小縁端距離の 2 倍をとり，
当て板幅を 64mmと決定した．一方，Tタイプ試験体は，欠損断面のうちストップホール部を外に
出すことを想定し，当て板幅を 127.5mmとした．縁端距離を最小縁端距離とした結果，ボルト間隔
は 63.5mmとなり，最小ボルト間隔 66mmより若干小さい値となった． 
 
 
     (a) Eタイプ   (b) Nタイプ   (c) Sタイプ   (d) Tタイプ 
           注：すべてのボルト孔とストップホール直径が 24.5 mm 
図-2.5 当て板要素配置と試験体タイプ（単位：mm ） 
 
2.2.3 試験体の決定経緯 
 板部材に引張荷重を載荷し，荷重に直角方向に亀裂が進展しているケースを想定し，亀裂の先端
にはストップホールを設け，亀裂の進展で不連続部になった部分を 2本の高力ボルトで補修するケ
ースを対象に，ボルト配置をパラメータとして試験体の設計を行った． 
 高力ボルト当て板要素補修が必要となる亀裂は，亀裂が進展しているケースが多い．高力ボルト
当て板要素補修では，断面欠損と偏心載荷による応力勾配が解消され，亀裂周辺の応力の減少が図
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られる．亀裂発生部では，摩擦力により荷重伝達がなされ，この部分における疲労亀裂進展の問題
は解消される．また，ストップホールを設けることで，亀裂先端での応力集中は減少する． 
 上記を踏まえ，本研究で対象とした試験体の決定理由について以下に述べる． 
(1) 2本ボルト 
 高力ボルト当て板による補修を行う場合，道路橋示方書[2.6]における摩擦接合の規定に従って設
計されることが多いと考えられることから，この規定で許される最小ボルト本数である，高力ボル
ト 2本の場合を本試験の対象とした．  
(2) ストップホールによる亀裂先端の除去 
 疲労亀裂の補修では，亀裂の先端の除去が基本となるため，本研究の高力ボルト当て板要素補修
でも，ストップホールで亀裂の先端を除去したケースを対象とすることにした．ここでは，ストッ
プホール孔径として，施工現場の実態も考慮して，高力ボルト摩擦接合継手で一般に使用されるボ
ルト孔径の 24.5mm[2.4]を採用した． 
(3) ストップホールの処理 
 本研究でストップホールを高力ボルトで締付けないケースを試験対象とする．その理由は，亀裂
先端の除去が基本であるが，何らかの理由で，亀裂が再発生した場合，ストップホールの観察より，
亀裂の進展を早く検出できる．また，ストップホールから亀裂が発生した場合，一旦，当て板を解
体する必要があり，補修時に応力伝達経路など仮設構造が必要となる．この対策として，当て板の
分割案が考えられるが，ストップホールを外に出したケースの耐荷特性を把握しておけば，これに
応用できる． 
(4) ボルト配置 
 道路橋示方書の縁端距離およびボルト間隔の最小値に基づいて，また，試験体のパラメータとし
て，ボルト配置を取り上げ，ボルト 2本を荷重方向と荷重直角方向の配置を設定した． 
 
2.2.4 補修後の欠損断面における断面定数 
 図-2.5 に示した A-A 断面（補修後の欠損断面）において，平面保持を仮定し，各種断面定数，
すなわち，当て板断面積  と残存断面積  ，補修後の欠損断面二次モーメント ，載荷中心から補
修後の欠損断面の中立軸までの偏心距離 を計算し，表-2.2にまとめている． 
 
表-2.2 A-A断面の断面定数 
試験体 
タイプ 
   
（mm2） 
   
（mm2） 
  
（mm4） 
  
（mm） 
E 1,152 432 6,517,355 28.7 
N 1,152 432 3,430,944 0 
S 1,152 432 2,033,460 -17.5 
T 2,295 432 4,577,689 18.5 
 
 19 
 表-2.2 に示す偏心距離 により，引張載荷において N タイプ以外の試験体に付加曲げが発生し，
そして，Eタイプ試験体と T タイプ試験体の両者の付加曲げモーメントの向きは，Sタイプ試験体
の付加曲げモーメントの向きと逆になっている．これらの付加曲げによって，残存断面では，Eタ
イプ試験体とTタイプ試験体では引張応力が，Sタイプ試験体では圧縮応力が付加されている．ま
た，A-A 断面において，図-2.6に▧で表す残存断面と▨で表す当て板断面の合計を試験体の純断面  
と定義する．母材の無欠損断面（母材幅が 200mmの断面）を試験体の総断面積  と定義する．こ
こで，Tタイプ以外の場合，純断面積  は 1,152 mm
2（  ）+ 432 mm
2（  ） ＝1,584 mm
2，総断面積  
は 200mm（母材無欠損幅）×9mm（板厚）＝1,800 mm2である．Tタイプの場合，純断面積  は 2,295 
mm
2（  ）+ 432 mm
2（  ） ＝2,727 mm
2，総断面積  は 200mm（母材無欠損幅）×9mm（板厚）＝1,800 
mm
2である．以上の結果より，当て板の総断面積は母材の欠損断面積に対して，E，N，Sタイプ試
験体が 0.84倍，Tタイプ試験体が 1.68倍となっている． 
 
 
    (a) Eタイプ      (b) Nタイプ     (c) Sタイプ         (d) Tタイプ 
図-2.6 補修後の欠損断面（単位：mm ) 
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2.3 材料試験およびすべり試験 
 
 試験体に用いた鋼板の材料特性及びすべり係数を調べるため，材料試験およびすべり試験を行っ
た．それらの試験体は図-2.7に示す．それらの結果を表-2.3および表-2.4にそれぞれ示す．すべり
試験は，グリットブラスト処理された母材からすべり試験体の切り出しを行った．すべり係数の算
出には，すべりを先行させるためボルト軸力を F10TM22高力ボルト[2.4]の所定の設計軸力（205kN）
[2.5]の 37％とした 75.9kN を導入し，リラクゼーションの影響を抑えるためにボルト締付け直後に
載荷した．  
 
 
 
 
 
         (a) 材料試験体 
 
 
 
                        (b) すべり試験体 
図-2.7 材料試験およびすべり試験用試験体寸法（単位：mm) 
 
表-2.3 材料試験結果 
試験片番号 
降伏点   
（N/mm2） 
引張強さ   
（N/mm2） 
ヤング係数  
（N/mm2） 
ポアソン比  
1 274.5 421.9 2.037ｘ105 0.28 
2 274.8 422.4 2.043ｘ105 0.29 
3 275.3 425.2 2.052ｘ105 0.28 
平均値 275 423 2.04ｘ105 0.3 
 
表-2.4 すべり試験結果 
試験体番号 
すべり荷重(kN) 
（37％設計軸力導入時） 
すべり係数  
1 92.8 0.27 
2 92.2 0.30 
3 89.3 0.29 
平均値 91 0.3 
   注：すべり係数＝すべり荷重/ボルト本数（2本）×摩擦面数（2面）×ボルト導入軸力（75.9 kN） 
32 75 65 75 32
279
32 75 65 75 32
279
3
2
3
2 6
4
3
2
3
2 6
4
32 75 273
380
6
43
2
3
2
3275273
380
6
4 3
2
3
2
 21 
 以上の試験結果から，本研究で用いた鋼材（母材および当て板）の材料特性は，降伏点  が 275 
N/mm
2，引張強さ  が 423 N/mm
2，ヤング係数 が 2.04ｘ105 N/mm2，ポアソン比 が 0.3である．ま
た，グリッドブラスト表面処理後の母材および当て板のすべり係数 は 0.3であった． 
 
 
2.4 静的載荷試験 
 
2.4.1 載荷方法 
 写真-2.1に示すように試験体を設置し，最大荷重が得られるまで変位制御により静的単調漸増引
張載荷を行った．用いた試験機の容量は荷重±1,000kN，変位±150mmである [2.7]．載荷速度は 2mm/
分と設定した． 
 当て板の取付けは，実際の施工現場の状況も考慮し，母材を載荷治具に仮固定した後，当て板を
設置し，高力ボルトを内側から外側の順にトルクレンチを用いてトルク管理により締付けた．ボル
ト導入軸力は標準ボルト軸力である 226 kN（トルク係数  0.13，トルク値  646 N・m）[2.4]を目標
値とする．目標ボルト軸力を導入するためのトルク値を式-2.1により計算した． 
 
                         (式-2.1) 
 
ここに，   ：ボルト締め付けトルク値 
   ：トルク係数 
   ：ボルトの呼び径 
   ：標準ボルト軸力 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-2.1 載荷装置とセットアップの状況 
載荷冶具 
試験体 
アクチュエータ 
載荷冶具 
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 写真-2.1に示すように載荷冶具が両端をピンとすることで，試験体全体に対しては，面内曲げモ
ーメントがかからないように対処した．面外曲げは，試験体の両面に貼ったひずみゲージで管理し，
設置位置を調整して，面外曲げを抑えて試験を行った．試験は残存断面が破断した段階で，荷重が
急激に低下し，この時点で載荷を終了した． 
 
2.4.2 計測項目 
 計測項目は，載荷荷重，全体変位，開口変位，ストップホール近傍のひずみ，載荷状況を確認す
るためのひずみである． 
(1) 載荷荷重 
 載荷荷重はロードセルで検出される値を用いる． 
(2) 全体変位 
 全体変位はアクチュエータで検出される変位を用いる．この変位にはすべりや支圧変形などによ
って生じる相対変位の他に，載荷治具での変位，試験体全体の伸びなどが含まれる． 
(3) 開口変位と当て板中央のひずみ 
写真-2.2に示すように，開口部の試験体側面（板厚部）に，クリップ型変位センサ（㈱東京測器研
究所製RA-5クリップ変位計 [2.8]，定格出力：1.5 mV/V，3000×10-6ひずみ）を設置し，開口変位
を計測している．開口変位は，センサの能力から，最大で 7mm 程度まで計測可能である．また，
FEM解析を検証するため，一部の試験体の当て板中央にひずみゲージを貼付した．写真-2.2に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-2.2 クリップ変位計の取り付け状況 
 
(4) ストップホール近傍のひずみ 
 当て板位置が疲労寿命に与える影響を定量的に評価するために残存断面部のストップホール近
傍のひずみを計測した．貼付したひずみゲージ位置を図-2.8に示す． 
(5) 荷管理用のひずみ 
 面外曲げの影響を把握するため，図-2.8に示す位置に，試験体中心から上下 200 mmの位置にゲ
ージを貼付した． 
開口変位 
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ジ 
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      (a) 母材のひずみゲージ           (b) 当て板のひずみゲージ 
図-2.8 ひずみゲージの貼付位置（単位：mm ） 
 
 
2.5 試験結果 
 
2.5.1 荷重－開口変位曲線 
 荷重－開口変位曲線の一例を図-2.9に示す．また，すべり耐力についてはすべての値と平均値を
表-2.5にまとめる．ここでは，荷重－開口変位曲線における急激な荷重低下の開始点をすべり発生
点と定義している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.9 荷重－開口変位曲線の一例（2体目） 
：すべり耐力 
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表-2.5 すべり耐力のまとめ 
 
 
 
 
 
 
 
 図-2.9より，試験体のタイプによって初期の荷重－開口変位の関係が異なっていることがわかる．
Tタイプを除くと，同じ荷重段階では，当て板による開口を拘束する位置が母材の側端部から最も
離れている Sタイプの開口変位が最も大きく，その位置が母材の側端部に近くなるほど，開口変位
が小さくなる．すなわち，S，N，Eタイプの順に開口変位は小さくなっている．また，Eタイプを
除き，すべてのタイプで荷重の増加とともに開口変位が増加する傾向を示した．Eタイプは 300kN
付近までは荷重の増加とともに開口変位は増加するが，300kN付近で開口変位が減少に転じてマイ
ナス方向に増加している．その理由は，300kN付近で残存断面が全断面降伏し，荷重増加に対して
主として当て板で抵抗し，開口部側（外側）の圧縮応力が一時的に増加して，閉口現象が生じたと
考えられる．その後，400kN付近で開口変位が増加に転じ，その後はわずかな荷重低下を伴いなが
ら変位が 2mmから 3mmまで増加し，再び荷重増加に転じ，すべりが発生した．表-2.5に示すすべ
り耐力の平均値については，ボルトを荷重作用方向に配置したタイプで，S タイプ，N タイプ，E
タイプの順に大きくなっている．ボルトを横方向に配置したTタイプでは，すべり耐力はEタイプ
とほぼ同じであった． 
 
2.5.2 荷重－変位曲線 
 すべての試験体で，最大荷重時に母材の残存断面部において引張破断が発生し，急激な荷重低下
を確認して載荷を終了した．荷重－変位曲線の一例を図-2.10 に示す．また，終局耐力のまとめを
表-2.6に示す．ここで，終局耐力は残存断面破断に至るまでの最大荷重と定義している． 
 
図-2.10 荷重－変位曲線の一例（3体目） 
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試験体タイプ 
試験結果(kN) 
平均値(kN) 
1体目 2体目 3体目 
E 396.3 411.5 408.8 405.5 
N 393.9 376.8 368.8 379.8 
S 322.6 305.4 294.9 307.6 
T 420.8 409.4 392.7 407.6 
：終局耐力 
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表-2.6 終局耐力のまとめ 
 
 
 
 
 
 
 
 図-2.10より，ボルトを荷重方向に 2本配置したタイプについては，欠損部の拘束位置の関係で S
タイプの変位量が大きくなると考えられる．表-2.6により，ボルトを荷重作用方向に 2本配置した
タイプの中で，終局耐力を比較すると，E，N，Sの順に大きくなっており，その傾向はすべり耐力
とは逆になっている．ボルトを横方向に配置した T タイプの終局耐力は，491.5kN と S タイプ
496.9kNとNタイプの 485.1kNの中間となっている．また，タイプ間の終局耐力の違いは，すべり
耐力の違いより小さくなっている． 
 
2.5.3 全体変形 
 試験終了後の試験体形状を写真-2.3に示す．当て板を母材の端部に配置したEタイプは，大きく
残存断面側が開口し，面内曲げを受けて破断している．一方，ストップホールに隣接して当て板を
配置した Sタイプでは開口側が開口し，面内曲げを起こして破断している．両者は載荷中心と断面
図心の偏心距離とその方向が異なり，その結果として異なった破壊モードを示している．模擬亀裂
部の高力ボルト高力ボルト当て板補強後の断面の中立軸を板中心に合わせたNタイプは，偏心によ
る曲げの影響を受けずに引張破断を起こしている．Tタイプも，残存断面側が開口する形で引張破
断しているが，比較的曲げの影響は小さいことがわかる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-2.3 試験後の試験体の比較の一例 
 
試験体タイプ 
試験結果(kN) 
平均値(kN) 
1体目 2体目 3体目 
E 452.2 440.8 464.5 452.5 
N 488.4 477.9 489.1 485.1 
S 490.2 498.3 502.2 496.9 
T 491.8 492.5 490.3 491.5 
Eタイプ Sタイプ Nタイプ Tタイプ 
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2.5.4 ボルト孔変形 
 試験終了後，3 体のうち 1 体の試験体を解体し，ボルト孔の観察により，多数のボルト孔が楕円
に変形した．考察のために，すべてのボルト孔径を計測した．試験後の試験各タイプの写真と荷重
方向（楕円の長軸方向）のボルト孔径を写真-2.4 から写真-2.7 までおよび表-2.7 から表-2.10 まで
に示す． 
  
 
写真-2.4 試験後の Eタイプ試験体 
 
表-2.7 Eタイプ試験体のボルト孔径（単位：mm） 
 外側 内側 内側 外側 
当て板孔径 
（写真-2.4上側） 
24.1 26.3 26.4 24.1 
母材孔径 26.0 25.1 25.5 26.4 
当て板孔径 
（写真-2.4下側） 
24.2 26.1 26.0 24.2 
 
 表-2.7より，Eタイプ試験体では，当て板の外側のボルト孔径は 24mm台でほとんど塑性変形を
起こしていない．当て板の内側のボルト孔と母材の外側ボルト孔径は 26mm台で支圧によって塑性
変形をおこしているものと考えられる．母材の内側のボルト孔は，25mm台で，外側より若干小さ
い．また，写真-2.4より，当て板が全体曲げ変形していることがわかる． 
 
 
写真-2.5 試験後のNタイプ試験体 
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表-2.8 Nタイプ試験体のボルト孔径（単位：mm） 
 外側 内側 内側 外側 
当て板孔径 
（写真-2.5上側） 
24.1 26.3 26.4 24.1 
母材孔径 26.0 25.1 25.5 26.4 
当て板孔径 
（写真-2.5下側） 
24.2 26.1 26.0 24.2 
 
 表-2.8より，Nタイプ試験体では，当て板の外側のボルト孔径は25mm前後で塑性変形は小さい．
当て板の内側のボルト孔は 28mm前後，母材の外側ボルト孔径は 28mm台であった，また，母材の
内側ボルト孔径は，27mm 前後で外側より小さくなっている．また，写真-2.5 より，当て板内側ボ
ルト孔の純断面部が若干くびれて塑性変形していることがわかる． 
 
 
写真-2.6 試験後の Sタイプ試験体 
 
表-2.9 Sタイプ試験体のボルト孔径（単位：mm） 
 外側 内側 内側 外側 
当て板孔径 
（写真-2.6上側） 
24.7 29.2 28.7 24.8 
当て板孔径 
（写真-2.6下側） 
25.1 29.6 28.8 25.1 
母材孔径 30.8 28.0 28.4 27.1 
 
 表-2.9より，Sタイプ試験体では，当て板の外側のボルト孔径は 25mm前後で塑性変形は小さい．
当て板の内側のボルト孔は 29mm前後，母材の外側ボルト孔径は 2.7mm前後で 5mmから 7mm程
度の塑性変形を起こしている．母材の内側ボルト孔径は，28mm台で外側より小さい．また，写真
-2.6より，当て板内側ボルト孔の純断面部が大きく塑性変形していることがわかる． 
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写真-2.7 試験後の Tタイプ試験体 
 
表-2.10 Tタイプ試験体のボルト孔径（単位：mm） 
当て板 
孔径 
(写真-2.7左側) 
24.1 24.4 当て板 
孔径 
(写真-2.7右側) 
24.3 24.4 
24.4 24.5 24.3 24.3 
母材孔径 
28.3 34.8 
 
29.6 38.8 
 
 表-2.10 より，T タイプ試験体では，当て板のボルト孔径はすべて 24mm 台であった．母材のボ
ルト孔径は，28mmから 38mmと大きくばらついている．また，写真-2.7より，母材のボルト孔が
相当変形していることがわかる． 
 これらの表および写真より，すべての試験体の当て板および母材のボルト孔は，支圧による塑性
変形が生じていることがわかる．また，試験体は残存断面部で引張破断を起こしている．偏心によ
る曲げ変形の他に，ストップホール部の応力集中により，ストップホールが荷重方向に長い楕円形
に孔辺で塑性変形していることが観察された．これらの変形は，EタイプとNタイプで顕著で，ス
トップホールに近接して当て板を配置した Sタイプでは少ない．Tタイプは，母材の荷重方向の縁
端での変形（端抜け）が顕著である．すなわち，ボルト孔の支圧変形に伴い，縁端が大きく変形し
た． 
 
2.5.5 すべり痕の観察 
 試験後，当て板のボルト孔径が変形した Eタイプ，Nタイプ，Sタイプについて，当て板に残っ
ているすべり痕を観察した．観察結果の模式図を図-2.11に示す． 
 図-2.11 に示すように E タイプ当て板内側のボルト孔付近のすべり痕が載荷方向に対し，傾斜し
ていることがわかる．これは，偏心による付加曲げの影響により，すべりが載荷方向と傾斜して発
生したことを表していると考えられる．また，S タイプの当て板内側のボルト孔付近のすべり痕は
Eタイプと逆方向に傾斜し，その傾きはEタイプよりも小さくなっている． 
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図-2.11 試験後すべり痕の模式図 
 
 以上の試験結果および試験後試験体変形の観察より，高力ボルトを載荷方向に配置したEタイプ，
Nタイプ，Sタイプについては，当て板要素を亀裂に沿って配置することに伴い，偏心による付加
曲げモーメントの影響が変化した．そして，付加曲げモーメントの影響による各タイプの試験体の
すべり耐力および終局耐力（最大荷重）ともに異なっている．従って，すべり耐力および終局耐力
を評価するため，この付加曲げモーメントを把握する必要がある． 
 一方，高力ボルトを亀裂と平行に配置したTタイプ試験体は，すべり強度および終局耐力のいず
れにおいても，高力ボルトを載荷方向に配置した試験体タイプ中で最も大きい．それは，Tタイプ
試験体の当て板の総断面積が母材の欠損断面積の 1.68倍であり，当て板の分担荷重が付加曲げモー
メントの影響を受けにくいためと考えられる． 
 従って，本研究では，高力ボルトを載荷方向に配置した試験体タイプを基に，付加曲げモーメン
トの影響による静的耐力および疲労寿命の違いを検討する必要がある． 
 
 
2.6 平面保持仮定および FEM弾塑性解析による欠損断面の荷重分担率の考察 
 
2.6.1 平面保持仮定による欠損断面の荷重分担率 
 平面保持仮定を基に，欠損断面において応力が平面分布を仮定し計算した．高力ボルトを載荷方
向に配置したEタイプ，Nタイプ，Sタイプにおいて，面内曲げモーメントによる当て板の分担荷
重を 100 kNの荷重（弾性域）が試験体に載荷された場合に対して算出し，その断面応力を図-2.12
に示す． 
 
 
(b) Nタイプ (a) Eタイプ (c)タイプ 
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図-2.12 欠損断面における断面応力（載荷 100kN） 
 
 次に，当て板の分担荷重は，表-2.2の断面諸量を用いて，当て板の両縁応力を求め，これから求
まる平均応力に 2枚で構成される当て板の断面積をかけて算出した．その結果は表-2.11にまとめ
る．さらに，表-2.11に当て板および残存断面それぞれの荷重分担率もまとめて示す． 
 
表-2.11 載荷荷重 100 kNに対して当て板が分担する荷重 
試験体 
タイプ 
付加曲げ 
モーメント 
(kN・m) 
当て板 
平均応力 
(N/mm
2
) 
当て板 
分担荷重 
(kN) 
当て板 
荷重分担率   
(%) 
残存断面 
荷重分担率    
(%) 
E 2.87 45.8 52.8 52.8 47.2 
N 0 63.1 72.7 72.7 27.3 
S -1.75 82.1 94.6 94.6 5.4 
 
 しかし，以上の結果は，平面保持仮定を基に，欠損断面において応力が平面分布を仮定し計算し
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たものである．実際には，欠損断面において，ストップホールによる応力が残存断面に集中し，荷
重分担率が異なる可能性がある．従って，試験体をモデル化し，FEM弾塑性解析を行い，これらの
結果を検証する必要がある． 
 
2.6.2 FEM弾塑性解析による欠損断面の荷重分担率 
 汎用有限要素解析コードABAQUS 6.9 [2.9]を用いて弾塑性解析を行った．本解析では，高力ボル
ト軸力による当て板と母材間に発生する摩擦抵抗によってなされる応力伝達を再現するため，すべ
てをソリッド要素でモデル化し，接触境界を設定した境界非線形弾塑性解析を行った．母材の残存
断面部とストップホール周辺部での要素サイズは 1mm×1mm×1.5mm程度とし，板厚方向に 6分
割している．当て板のボルト孔周辺部での要素サイズは 2mm×2mm×1.5mm程度とし，板厚方向
に母材と同じ 6分割している．解析には，平面保持仮定で用いたEタイプ，Nタイプ，Sタイプの
みをモデル化して解析を行った．Eタイプ，Nタイプ，Sタイプの解析モデルは図-2.13に示す． 
 
             
       (a) Eタイプ      (b) Nタイプ      (c) Sタイプ 
図-2.13 解析モデル（要素分割） 
 
 解析に用いた材料定数は表-2.12にまとめて示す．ここで，表-2.12に示す母材および当て板の材
料定数は，予備試験（材料試験及びすべり試験）で得られた結果を使用した．ボルトの材料定数は，
JIS B 1186 [2.10]にしたがって使用した．さらに，解析に用いた母材，当て板，ボルトの応力－ひず
み関係を図-2.14に示す． 
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表-2.12 解析に用いた材料定数 
材料 
降伏点 
(N/mm
2
) 
引張強さ 
(N/mm
2
) 
ヤング率 
(N/mm
2
) 
ポアソン比 
 
ボルト 900 1,100 2.04×105 0.3 
母材と当て板 275 423 2.04×105 0.3 
 
 
               (a) 母材と当て板の応力－ひずみ関係 
 
              (b) F10T高力ボルトの応力－ひずみ関係 
図-2.14 解析用の応力－ひずみ関係 
 
 本解析では，試験を再現するため，解析の境界条件を図-2.15に示すように設定した．図-2.14(b)
に示すピンの拘束条件に，ＸがX軸方向変位，ＹがY軸方向変位，Ｚが Z軸方向変位，ＲＸがX
軸回りの回転，ＲＹがY軸回りの回転，ＲＺが Z軸回りの回転を表す． 
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     (a) 試験境界状況        (b) 解析の境界条件 
図-2.15 試験境界状況を再現した解析の境界条件 
 
 図-2.15に示すように，試験で試験体を付けるピン冶具を再現するため，解析は剛体でピン支持
と試験体モデルを結合し，ピンと試験体モデル端部の縦方向距離が試験と同じに設定した．また，
上ピンと下ピンの水平位置は，試験と同じに試験体幅方向の中心軸に設置した． 
 解析の妥当性を検証するため，試験で得られた荷重と開口変位の関係，また，荷重と当て板中央
応力（図-2.8(b)に示すひずみから求める）の関係を解析から求めたそれらの関係と比較した．荷重
と開口変位の関係については図-2.16に示す．荷重と当て板中央応力の関係ついては図-2.17に示す． 
  
 
(a) Eタイプ 
図-2.16 解析結果と試験結果の比較（荷重と開口変位の関係） 
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(b) Nタイプ 
 
(c) Sタイプ 
図-2.16 解析結果と試験結果の比較（荷重と開口変位の関係）（つづき） 
 
 
(a) Eタイプ 
図-2.17 解析結果と試験結果の比較（荷重と当て板中央応力の関係） 
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(b) Nタイプ 
 
(c) Sタイプ 
図-2.17 解析結果と試験結果の比較（荷重と当て板中央応力の関係）（つづき） 
 
 以上の結果より，すべての解析が当て板すべり直前まで解析を終了しているが，そこまでの結果
が試験結果とほぼ一致していることをわかる．すなわち，解析は当て板すべり直前までの試験挙動
を正確に再現した．ところで，平面保持仮定を用いて計算した残存断面および当て板の荷重分担率
と同じに，荷重は100 kNとなった時に，解析による求めたそれぞれの荷重分担率を表-2.13に示す．
ここで，断面の分担荷重は，解析から得られた断面の平均応力を元の断面積に掛けて算出した．ま
た，表-2.13には，比較のため，平面保持仮定より計算した結果も加えた． 
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表-2.13 解析結果から求めた荷重分担率 
試験体 
タイプ 
FEM解析結果 平面保持仮定 
当て板 
荷重分担率   
(%) 
残存断面 
荷重分担率    
(%) 
当て板 
荷重分担率   
(%) 
残存断面 
荷重分担率    
(%) 
E 52.1 47.9 52.8 47.2 
N 68.4 31.6 72.7 27.3 
S 83.3 16.7 94.6 5.4 
 
 表-2.13より，EタイプとNタイプ試験体の解析結果は，平面保持仮定から計算した結果とほぼ
一致していることをわかる．一方，Sタイプ試験体の解析結果は，平面保持仮定から計算した結果
に比べ約 10％の分担率が異なっている．それは，ストップホールにより全存断面に与えた応力集中
の影響と考えられる．すなわち，解析から求めた残存断面の分担率は，当て板の配置がストップホ
ールに近いほど，応力集中効果が増加になる．そのため，平均化された残存断面の応力が上昇し，
荷重分担率も上がる． 
 Sタイプ試験体については，平面保持仮定から計算した当て板荷重分担率は解析から求めた結果
高いが，亀裂の補修設計の際，より安全側に設計できると考えられる．  
 
 
2.7 限界耐力の簡易推定 
 疲労亀裂の応急補修の際，時間の制限で，より簡単な方法が求められているため，本研究では，
平面保持仮定から計算した荷重分担率を用い，各タイプ試験体の限界耐力の簡易的な推定を試みる． 
 
2.7.1 すべり耐力の簡易推定 
 図-2.18に示すように，各タイプ試験体に与える荷重 は，当て板分担荷重  と残存断面分担荷重
   の二つ部分に分担されると考えられる．ここで，すべり耐力が  と表し，すべり際の当て板分担
荷重が  
 ，残存断面分担荷重が  
  と表す．それらの関係は式-2.2に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
          (a) 残存断面の負荷挙動 (b) 全体荷重の分担 (c) 当て板の負荷挙動 
図-2.18 荷重分担メカニズム  
RS CPS
Major slip
Load transfer
by friction
Load transfer
by bearing
P'' P'
D'D''
P''yr
P''u
P'b
P's
P
P'P''
0 0 
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                  (式-2.2) 
 
ここに，    ：すべり耐力 
   
 
 ：すべり発生時の当て板分担荷重 
   
  
 ：すべり発生時の残存断面分担荷重 
 
 各タイプ試験体のすべり耐力の簡易推定を高力ボルト摩擦接合継手のすべり荷重の考えを基本
に試みる．そのため，すべり際の当て板分担荷重  
 は式-2.3に示すように求める．ここで，すべり
係数は予備試験で求めた値を使用する． 
 
  
                            (式-2.3) 
 
ここに，   
  ：すべり発生時の当て板分担荷重 
   ：すべり係数（= 0.3） 
   ：片側ボルト本数（= 2） 
   ：接合面数（= 2） 
    ：ボルト導入軸力（= 230 kN） 
 式-2.3 より，各タイプ試験体のすべり際の当て板分担荷重  
 は 276 kN となる．平面保持仮定を
基に，当て板分担荷重  
 と当て板の荷重分担率  を用いて式-2.4に示すようにすべり耐力  が求め
られる． 
 
       
                      (式-2.4) 
 
ここに，    ：すべり耐力 
   
 
 ：すべり発生時の当て板分担荷重（= 276 kN） 
    ：当て板の荷重分担率（表-2.13に示す平面保持仮定の結果） 
 
 しかし，式-2.4を使用するには，平面保持の仮定が成立する必要がある．すなわち，断面降伏後，
平面保持の仮定が成立せず，式-2.4を使用してすべり耐力  を求めることができないと考えられる．
従って，各タイプ試験体の断面の降伏について，検討する必要がある． 
 従って，本研究では，式-2.5と式-2.6に示すように，各タイプ試験体の残存断面が降伏する時に
試験体全体に与えられた荷重を求めた． 
 
           
                        (式-2.5) 
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                           (式-2.6) 
 
ここに，      ：残存断面降伏する時に試験体全体に与えられた荷重 
     
   ：残存断面降伏荷重 
     ：残存断面荷重分担率（表-2.13に示す平面保持仮定の結果） 
    ：降伏点（= 275 N/mm
2） 
    ：残存断面積（= 432 mm
2） 
 
 その結果は，Eタイプ試験体が 251.7 kN，Nタイプ試験体が 435.2 kN，Sタイプ試験体が 2,200 kN
である．これらの結果を表-2.5に示しているそれぞれのすべり耐力の平均値と比較すると，E タイ
プ試験体では，すべりが発生する前に残存断面は先に降伏することがわかる．すなわち，Eタイプ
試験体のすべり耐力は，式-2.4に示すように求めることができない． 
 ここで，Eタイプ試験体について，残存断面降伏後，残存断面は荷重分担の増加がしない，そし
て，全体荷重の増加がすべて当て板に分担されると想定する．図-2.16 に示すように，残存断面の
分担荷重が残存断面降伏荷重    
  となり，当て板の分担荷重がすべり際の当て板分担荷重  
 となる．
従って，Eタイプ試験体のすべり耐力  は以下の式に示すように求める． 
                             (式-2.7) 
 
           
      
                  (式-2.8) 
 
        
       
                 (式-2.9) 
 
ここに，    ：すべり耐力 
      ：残存断面降伏する時に試験体全体に与えられた荷重（= 251.7 kN） 
     
  ：残存断面降伏する時に当て板の分担荷重 
     
   ：残存断面降伏荷重（= 118.8 kN）（式-2.4に示す） 
     ：残存断面降伏以後の当て板分担荷重の増加量 
   
  ：すべり発生時の当て板分担荷重（= 276 kN） 
 
 式-2.4により計算したNタイプと Sタイプ試験体のすべり耐力の推定値，また，式-2.7により計
算した E タイプ試験体のすべり耐力の計算値を表-2.14 にまとめる．表-2.14 には，比較するため，
各タイプ試験体の試験値も示す． 
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表-2.14 すべり耐力の試験値と計算値の比較 
試験体 
タイプ 
試験結果(平均値） 
(kN) 
計算値 
(kN) 
E 405.5 394.8 
N 379.8 379.6 
S 307.6 291.8 
 
 表-2.14 より，各タイプ試験体の計算値は，試験結果とほぼ一致していることがわかる．本研究
で考えた算定方法は，すべり耐力の推定ができるものと考えられる． 
 
2.7.2 終局耐力の簡易推定 
 本試験では，すべて，ボルトの破断も当て板と母材の縁端の端抜け破断も起こらず，残存断面の
破断で終局耐力に達した．これらの試験的事実を基に終局耐力  の簡易推定を試みる．図-2.16 に
示すように試験体全体に与えられた荷重を終局耐力  とし，その時の残存断面の分担荷重を残存断
面の破断荷重  
  とし，当て板部の分担荷重を抵抗力  
 と想定する．そして，この抵抗力  
 は，ボ
ルト軸部と母材孔辺での支圧抵抗  
 と終局時のすべり抵抗    
 から構成されると想定する．従来の
研究 [2.11]を踏まえて，終局耐力  の簡易推定は式-2.10に示すようにとなる． 
       
     
      
                 (式-2.10) 
 
ここで，式-2.10 中のボルト軸部と母材孔辺での支圧抵抗  
 は，写真-2.4 から写真-2.7 までおよび
表-2.7 から表-2.10 までに示した試験終了後の試験体のボルト孔および当て板の変形により，図
-2.19 に示すように 3 つのモードと考える．また，それぞれのモードに対して，ボルト軸部と母材
孔辺での支圧抵抗  
 は以下の式に示すように求める． 
 
 
   (a) 当て板部の荷重分担  (b) Mode 1    (c) Mode 2     (d) Mode 3 
             （Eタイプ）     （Nタイプ）       （Sタイプ） 
図-2.19 終局状態の当て板部の荷重伝達メカニズム 
 
(a) Mode-1
(E-type)
(b) Mode-2
(N-type)
(c) Mode-3
(S-type)
P' P'
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Mode 1:                        
                          (式-2.11) 
 
Mode 2:                        
         
                   (式-2.12) 
 
Mode 3:                       
                             (式-2.13) 
 
ここに，   
  ：ボルト軸部と母材孔辺での支圧抵抗 
    ：母材片側ボルト孔数（= 2） 
    ：ボルトの呼び径（= 22 mm） 
     ：板厚（母材と当て板）（= 9 mm） 
     ：降伏点（= 275 N/mm
2） 
     ：当て板枚数（= 2） 
    ：当て板の純断面幅（= 64 mm 24.5 mm = 39.5 mm） 
 
 Mode 1の式-2.11より，Eタイプ試験体の支圧抵抗  
 が 108.9 kN，Mode 2の式-2.12より，Nタ
イプ試験体の支圧抵抗  
 が195.5 kN，Mode 3の式-2.13より，Sタイプ試験体の支圧抵抗  
 が217.8 
kNである．また，式-2.10中の残存断面の破断荷重  
  は，下に示す式-2.14から求める．その結果
は 182.7 kNである． 
 
  
                          (式-2.14) 
 
ここに，   
   ：残存断面の破断荷重 
    ：残存断面積（= 432 mm
2） 
     ：引張強さ（= 423 N/mm
2） 
 
 さらに，式-2.10中のすべり抵抗    
 については，支圧状態でのすべり抵抗はすべり発生時の抵抗
により低減することを考え，式-2.15 のように式-2.3 で求めた当て板部のすべり荷重  
 にすべり抵
抗低減係数 を乗じて算出する． 
 
    
        
                 (式-2.15) 
 
ここに，     
  ：終局時のすべり抵抗 
   ：すべり抵抗低減係数（= 0.4） 
   
   ：すべり発生時の当て板分担荷重（= 当て板部のすべり荷重= 276 kN） 
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 すべり抵抗低減係 は，すべり状態，すべり回数にもよるが，複数回すべりを繰り返すと 0.6に収
束していくという試験結果が文献[2.5]に示されている．本試験ではすべり回数は支圧状態になるま
で数回に分割されるケースも見られ，また，支圧状態にボルト孔および当て板の変形が大きいため，
すべり抵抗低減係数 がさらに小さいと考えられる． 
 Nタイプの試験結果を用い，式-2.10，式-2.12，式-2.15により，すべり抵抗低減係数を求めると，
すべり抵抗低減係数 は 0.4 となる．従って，E タイプと S タイプ試験体の終局耐力  は，すべり
抵抗低減係数 が 0.4 を用い，N タイプ試験体と同様に算出する.それぞれの終局耐力の試験値と計
算値を表-2.15にまとめて示す． 
 
表-2.15 終局耐力の試験値と計算値の比較 
試験体 
タイプ 
試験結果(平均値） 
(kN) 
計算値 
(kN) 
E 452.5 402.0 
N 485.1 488.6 
S 496.9 510.9 
 
 ここで，試験結果から，Eタイプの終局耐力452.5kNはNタイプの終局耐力485.1 kNより小さく，
Sタイプの終局耐力 496.9 kNはNタイプの終局耐力より大きい．これは，すべり荷重の推定で考え
た曲げによる付加曲げ応力の影響と考えられるが，その差はすべり荷重より小さく，大小関係は逆
である．すなわち，塑性変形も進んだ状態でも，付加曲げの影響は存在し，終局耐力に及ぼすこと
が考えられる．そのため，この影響を考慮していない計算結果は，Eタイプ試験体では，計算値が
試験値より 50 kN小さく，Sタイプ試験体では，計算値が試験値より 4 kN大きくとなっている． 
 平面保持の仮定が比較的成立する状態は，Eタイプでは，載荷開始から残存断面外側が降伏する
までで，一方，S タイプでは，すべりを起こすとそれまで蓄積された曲げによる応力は開放され，
それまでに当て板で分担していた引張力を残存断面が分担すると考えられ，平面保持で仮定した曲
げ付加曲げ応力はすべりを起こして支圧状態に至った後に載荷される荷重増に対して成立すると
考えられる．すなわち，Eタイプでは，引張が付加応力されるため，その分，早い荷重段階で降伏
が生じ，すべりや支圧変形を拘束する能力が N タイプより早い段階でなくなり，結果として N タ
イプより早く終局状態に至る．一方，S タイプでは，圧縮の付加応力が付加されるため，N タイプ
より遅い段階まですべりや支圧変形を拘束する能力が存在すると考えられ，Nタイプより若干遅く
終局状態に至る． 
 したがって，Eタイプでは，図-2.12に示すEタイプ残存断面外側応力 119.8 N/mm2を用い，残存
断面外側降伏する荷重を計算すると，降伏する荷重が 230 kNになり，終局耐力 452.5 kNに至るま
で 222.5 kN荷重が増加する．一方，Sタイプでは，すべり耐力 307.6 kNから終局耐力 496.9 kNま
で 189.3 kN荷重が増加する．さらに，図-2.20に示すように 100 kN荷重に対する平均付加曲げ応力
を計算すると，Eタイプでは約 46.1 N/mm2，Sタイプでは約-50.4 N/mm2となる．さらに，以上の結
果を残存断面の元面積 432 mm2で整理すると，それぞれの荷重増加に対して，Eタイプの残存断面
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が 45.7 kNの引張荷重を，Sタイプの残存断面が 41.4 kNの圧縮荷重を付加される．  
 以上の付加荷重を N タイプの終局耐力から加減して，それぞれの終局耐力を推定すると表-2.16
となる．さらに，終局状態に近い荷重段階では，降伏により中立軸は載荷中心に近くなると考えら
れ，偏心量の減少を考え，その平均付加曲げ応力を 50％に低減して求めた値も表に示す．表-2.16
より 50％に低減して推定した値は，試験値に近い値になっていることがわかる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.20 50％付加曲げ応力（載荷 100kN） 
 
表-2.16 終局耐力の試験値と付加曲げ応力の計算値の比較 
試験体 
タイプ 
試験値 
(平均値） 
(kN) 
計算値 
（付加曲げ応力 100%） 
(kN) 
計算値 
（付加曲げ応力 50%） 
(kN) 
E 452.5 439.1 462.1 
N 485.1 485.1 485.1 
S 496.9 527.1 506.1 
 
 表-2.16 より，100%付加曲げ応力の影響を考慮した計算結果は，E タイプ試験体では，計算値
が試験値より 13 kN小さく，Sタイプ試験体では，計算値が試験値より 30 kN大きくとなっている．
一方，50%付加曲げ応力の影響を考慮した計算結果は，E タイプと S タイプ両方の計算値が試験
値より 10 kN大きくとなっている． 
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2.8 まとめ 
 
 本章では，引張を受ける板の片側から亀裂が発生，進展した母材に対し，疲労亀裂の応急補修を
想定し，高力ボルト当て板補要素を用いた補強を行う場合の，ボルトの配置に着目した静的載荷試
験を行い，以下の結論を得た． 
(1) すべり耐力については，ボルトを荷重作用方向に配置したタイプ（E タイプ，N タイプ，S タ
イプ）の中では，ボルトの配置が異なるとすべり荷重も異なった．すなわち，ボルト 2本を荷
重方向に配置した試験体において，ストップホールに接して当て板を配置した Sタイプのすべ
り耐力は，母材の端部に配置した Eタイプより，25％小さい結果となった．亀裂面の断面の補
強後の中立軸を板中心に一致させたNタイプのすべり荷重は，Sタイプと Eタイプの中間の値
を示した．当て板の配置がストップホール部に接近するほど，すべり耐力が小さくなる結果が
得られた．また，ボルトの配置を荷重直角方向に配置したTタイプは，Eタイプとほぼ同じす
べり耐力を示した． 
(2) 終局耐力については，ボルトを荷重作用方向に配置したタイプ（E タイプ，N タイプ，S タイ
プ）の中では，当て板の配置がストップホール部に接近するほど，終局耐力が大きくなり，す
べり耐力と逆の傾向を示した．また，すべての試験結果は，440kNから 500kNの間となり，タ
イプ間で大きな差は見られなかった．これはすべりおよび残存断面の引張とボルト孔の支圧に
よる塑性変形が発生し，付加応力の再分配が行われるにつれて付加曲げの影響が小さくなった
結果と考えられる． 
(3) 片側から入った亀裂に対して高力ボルト当て板要素補修を行う場合，Eタイプのように外側に
配置するとすべり強度をかなり高く期待することができる．一方，疲労亀裂の再発に対しては，
S タイプのようにボルト孔近くに配置すると終局耐力をかなり高く期待することができる．高
力ボルト当て板補強に当たっては，各のタイプの特性を活かして，それぞれの要求を確認して，
設計する必要があると考えられる． 
(4) ボルトを荷重作用方向に配置したタイプの中Eタイプ，Nタイプ，Sタイプ補修後のすべり耐
力および終局耐力について，静的試験結果（ボルトを荷重作用方向に配置したタイプ）を基に，
それぞれの簡便な推定式を提案した．提案したすべり耐力の推定式は，50%付加曲げ応力を考
慮した計算結果とほぼ一致した．一方，当て板の終局時の荷重伝達を考えて提案した推定式か
ら，計算結果が試験結果より安全側の値を算出した． 
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第 3章 疲労亀裂を高力ボルト当て板要素で補修した部材の疲労挙動 
 
 
3.1 まえがき 
 
 前章では，本研究で行う静的試験および疲労試験の試験体の形状およびその決定経緯などの試験
計画を述べた．そして，静的試験結果をもとに，高力ボルト当て板要素の配置が試験体のすべり耐
力および母材の残存断面部が破断する終局耐力に与える影響を検討し，高力ボルト当て板要素がス
トップホール部に接近して配置されるほど，すべり耐力は小さくなるが，終局耐力は大きくなるこ
とを明らかにした．さらに，試験後の試験体の観察より，荷重伝達機構として，せん断支圧伝達お
よび摩擦伝達からの検討を行い，すべり耐力および終局耐力の簡便な推定式を提案した． 
 本章では，高力ボルト当て板要素をすべらせない場合と高力ボルト当て板要素が地震などの原因
ですべった場合を想定し，合計 23 体試験体の疲労試験を行い，高力ボルト当て板要素の配置が補
修後の断面欠損部の疲労寿命に与える影響を，疲労試験結果をもとに検討する．さらに，疲労寿命
の評価方法を提案するため，付加曲げモーメトを考慮した応力範囲を用いた評価および応力集中を
考慮した応力範囲を用いた評価方法を検討する． 
 
 
3.2 疲労試験 
 
3.2.1 載荷方法および載荷ケース 
 試験体は，静的試験で使用した Eタイプ，Nタイプ，Sタイプ試験体を用いて疲労試験を行った．
また，当て板の取付けおよび高力ボルト導入軸力も静的実験と同じに設定した．疲労試験（繰り返
し載荷）は周波数 3Hzのサイン波とし，上限と下限の荷重を制御した．下限荷重は 50kNで一定に
保ち，応力範囲を変化させて，引張疲労試験を行った．載荷試験機の定格容量は，荷重：± 1,000 kN，
変位：± 150 mmである[3.1]．試験実施にあたっては，接触面の浮き錆の有無を確認し，浮き錆が認
められた場合はこれを除去した． 
 載荷ケースには，No Slipと Slippedの 2つのケースを設定した．No Slipケースは，当て板と母材
の間ですべりが発生しない状況での繰り返し載荷を想定した．一方，Slippedケースは，地震やその
他の原因で当て板と母材の間にすべりが発生した後の繰り返し載荷を想定した．すべりの発生は載
荷荷重の急激な低下と定義し，すべり発生時点の荷重をすべり荷重とする．Slippedケースでは，繰
り返し載荷前に，変位制御で試験体を引張り，すべりを発生させた後，荷重制御で引張荷重をゼロ
になるまで除荷し，その後No Slipケースと同様に疲労試験を行った．  
 応力範囲は，鋼構造物の疲労設計指針・同解説 [3.2]中の円孔を有する母材の設計曲線（図-3.1
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に示す）を参考し，可能な限り大きい公称応力（純断面）範囲 [3.2]とし，表-3.1に示す 3つの応力
範囲を設定した．疲労試験は荷重制御で行うため，応力範囲に純断面積を乗じて荷重範囲を求めた．
さらに，荷重範囲と下限荷重（50 kN）より，上限荷重を求めた.これらをまとめたものを表-3.1に
示す．ここで，下限荷重（50 kN）は死荷重として想定した．また，一部のケース（表-3.2 におい
て*が付記されているもの）では異常荷重載荷時などの影響をみるために，すべり耐力を超えて載
荷した後，他のケースと同様に除荷して繰り返し載荷を行っている．設定した最大引張荷重の目標
値は（すべり荷重+ 50 kN）とし，Nタイプでは 410 kN，Sタイプで 360 kNである．ここで，すべ
り荷重は，第 2章のすべり耐力と同じ定義する． 
 
 
図-3.1 円孔を有する母材の疲労設計曲線 [3.2] 
 
表-3.1 疲労試験の載荷条件(目標値） 
公称応力範囲（純断面） 
（N/mm2） 
上限公称応力（純断面） 
（N/mm2） 
荷重範囲 
（kN） 
上限荷重 
（kN） 
170 202 270 320 
150 183 240 290 
130 161 205 255 
  注：当て板および母材の降伏点が 275 N/mm2，下限公称応力が 50 kN． 
 
3.2.2 計測項目 
 本疲労試験では，載荷状況をモニターするため，試験体の母材の表裏面に図-3.2に示す位置に合
計 8枚のひずみゲージ（以下，公称応力用ひずみゲージと呼ぶ）を貼付した． 
 本試験で使用する公称応力（総断面）  と公称応力（純断面）  は，公称応力用ひずみゲージに
より計測したひずみの平均値から求めた値である．その計算方法を式-3.1および式-3.2に示す．こ
こで，ヤング係数は，第 2章の材料試験結果の平均値（表-2.3に示す）を使用した．また，総断面
積および純断面積の定義および値は，第 2章と同じである． 
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                      (式-3.1) 
 
                         (式-3.2) 
 
ここに，    ：公称応力（総断面） 
   ：ヤング係数（= 2.04×105 N/mm2) 
   ：ひずみゲージ計測値の平均値 
    ：公称応力（純断面） 
    ：総断面積（= 1,800mm
2） 
    ：純断面積（= 1,584mm
2） 
 
 FEM解析結果を検証するため，図-3.2の拡大部分に示すように，ストップホール縁から 5mm
離れたひずみゲージ 1と 13mm離れたひずみゲージ 2を貼付した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.2 ひずみケージの貼付け位置（単位：mm） 
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3.3 補修後の欠損断面における応力分布 
 
3.3.1 平面保持仮定による応力分布 
 第 2章の図-2.6に示した補修後の欠損断面（A-A断面）における付加曲げの影響を考慮した応力
分布を把握するため，平面保持を仮定して，各タイプ試験体の応力分布を計算した．その結果を図
-3.2 に示す．図-3.3 に示す応力分布は，公称応力（純断面）  とそれに対応する応力勾配   で表し
たものである．具体の計算方法を次式に示す． 
 
                             (式-3.3) 
 
                        (式-3.4) 
 
                         (式-3.5) 
 
ここに，   ：応力勾配 
    ：付加曲げモーメントによる付加応力 
   ：載荷荷重（試験体に与えた荷重） 
   ：載荷中心から補修後の欠損断面の中立軸までの偏心距離 
    ：中立軸から算出位置までの距離 
   ：補修後の欠損断面二次モーメント 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           (a) Eタイプ   (b) Nタイプ   (c) Sタイプ 
図-3.3 付加曲げモーメントによる補修後の欠損断面応力分布 
 
 図-2.12 に示す断面応力をもとに，無次元した断面応力を図-3.3 にしめす．図-3.3 より，各タイ
プ試験体のストップホール縁での応力勾配   は，E タイプが 1.6，N タイプが 1，S タイプが 0.5 で
ある． 
 
Eタイプ Nタイプ Sタイプ
1.9   1.6   
0.9   0.5   
      
-0.1   
0.5   
0.7   
1.7   
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3.3.2 FEM弾性解析による応力分布 
 汎用有限要素解析コードABAQUS 6.9-3[3.3]を用いて弾性解析を行った．第 2章の解析モデル（図
-2.13 に示す）と同じ，高力ボルト軸力による当て板と母材間に発生する摩擦抵抗によってなされ
る応力伝達を再現するため，すべてをソリッド要素でモデル化し，接触境界を設定した境界非線形
弾性解析を行った．ここで，本解析が第 2章の解析と違い，残存断面部とストップホール周辺部で
の要素サイズは 1mm×1mm×5mm程度とし，板厚方向に 2分割した．解析条件については，予備試
験（材料試験及びすべり試験）で得られた鋼材のヤング係数 2.04×105 N/mm2およびポアソン比 0.3，
すべり係数 0.3 を用いた．弾性解析のため，本解析では各材料の特性（降伏条件）を入力しない．
また，解析の高力ボルト軸力は，試験と同じ程度の 230 kNを設定した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.4 残存断面部の無次元化応力の分布性状 
 
 図-3.4には，得られた残存断面（母材表面）における無次元化した応力の分布性状を示す．この
無次元化応力は，発生応力 を公称応力（純断面）  で除して無次元化している．本研究では，ス
トップホール縁での    を応力集中係数 と呼ぶ[3.4]．解析結果を検証するため，ストップホール
縁から 5mm 離れたひずみゲージ 1 と 13mm 離れたひずみゲージ 2（図-3.2 に示す）のひずみから
求めた無次元化応力    もプロットしている． 
 図-3.4により，ストップホール縁から 5mmと 13mm離れた位置における無次元化応力    の解
析値と実験値とで良好に一致しており，本解析は妥当であると判断できる．応力集中係数 は E タ
イプで 5，Nタイプで 3.4，Sタイプで 2.4であり，当て板がストップホール近くに配置されるほど，
その大きさは小さくなっている． 
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3.4 疲労試験結果 
 
3.4.1 応力範囲の補正 
 本試験で行った試験体合計 23体の疲労試験結果を表-3.2にまとめて示す．表-3.2には，補修後
の断面欠損部の公称応力（純断面）を用いた応力範囲   [3.2]，ストップホール縁（母材表面）で
の応力について，付加曲げの影響を考慮して応力勾配   で補正した応力範囲     および FEM解析
による応力集中係数 で補正した応力範囲     ，破断位置および疲労寿命（残存断面の破断までの
繰り返し回数）を示している． 
 応力範囲     と     の具体的な計算方法は次式の通りである． 
 
                           (式-3.6) 
 
                           (式-3.7) 
 
                           (式-3.8) 
 
                        (式-3.9) 
 
ここに，       ：応力勾配   で補正した応力範囲 
    ：応力勾配，図-3.3より，Eタイプ：1.6，Nタイプ：1，Sタイプ：0.5 
     ：公称応力（純断面）  の応力範囲 
       ：応力集中係数 で補正した応力範囲 
   ：応力集中係数，図-3.4より，Eタイプ：5，Nタイプ：3.4，Sタイプ：2.4 
     ：公称応力（総断面）  の応力範囲 
    ：公称応力用ひずみゲージ計測値の平均値のひずみ範囲 
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凡例：太字が未破断の試験結果を表す． 
   斜体太字 が当て板で破断した試験結果を表す． 
   セルの塗りつぶしが最大引張荷重異なる試験結果を表す． 
   
*
が最大引張荷重の目標値（すべり荷重+ 50 kN）の試験結果を表す． 
表-3.2 疲労試験結果のまとめ 
試験 
ケース 
試験体 
タイプ 
    
応力範囲 
（N/mm2） 
      
応力範囲 
（N/mm2） 
応力範囲 
     
（N/mm2） 
破断位置 
すべり荷重 
（kN） 
最大 
引張荷重 
（kN） 
疲労寿命 
（万回） 
No Slip 
Eタイプ 
178 285 783 残存断面 ― ― 2.5 
141 226 620 残存断面 ― ― 5.0 
125 200 550 残存断面 ― ― 12.3 
Nタイプ 
165 165 494 残存断面 ― ― 24.9 
157 157 470 残存断面 ― ― 32.6 
141 141 422 残存断面 ― ― 51.8 
118 118 353 未破断 ― ― 234.0 
Sタイプ 
164 82 346 残存断面 ― ― 86.0 
148 74 313 残存断面 ― ― 102.0 
140 70 296 当て板 ― ― 153.0 
Slipped 
Eタイプ 
178 285 ― 残存断面 400.2 400.2 3.8 
141 226 ― 残存断面 405.1 405.1 12.0 
125 200 ― 残存断面 411.7 411.7 19.8 
Nタイプ 
164 164 ― 残存断面 379.2 379.2 12.5 
143 143 ― 残存断面 381.8 381.8 29.0 
141 141 ― 残存断面 363.8 363.8 30.3 
*
133 
*
133 ― 残存断面 
*
373.4 
*
411.1 
*
42.9 
133 133 ― 残存断面 369.2 369.2 32.8 
Sタイプ 
*
178 
*
89 ― 残存断面 
*
294.6 
*
349.9 
*
28.0 
*
151 
*
76 ― 残存断面 
*
303.4 
*
369.6 
*
71.0 
*
140 
*
70 ― 残存断面 
*
300.2 
*
366.8 
*
86.0 
140 70 ― 残存断面 314.8 314.8 79.0 
*
131 
*
66 ― 残存断面 
*
315.7 
*
347.7 
*
102.0 
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3.4.2 疲労亀裂の発生およびその破断位置 
 表-3.2に示すように，No SlipケースのNタイプの   ＝118N/mm
2の試験体と Sタイプの   ＝
140N/mm
2 の試験体を除く，すべての試験体で，残存断面部のストップホール縁（母材表面）から
疲労亀裂が発生し，破断した．疲労亀裂が発生した状態の一例（No SlipケースのNタイプの   ＝
157N/mm
2）を写真-3.1に示す．また，疲労亀裂の破断断面を写真-3.2に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 表-3.2に太字で表すNo SlipケースNタイプの   ＝118N/mm
2試験体は，繰り返し回数が 234万
回において，カラーチェック（浸透探傷試験）[3.5]を行ったが，疲労亀裂は確認されず，試験を終
了した． 
 表-3.2に斜体太字で表すNo Slipケース Sタイプの   ＝140N/mm
2試験体は，2枚の当て板とも
に疲労亀裂が発生し，繰り返し数 153万回で当て板が破断し，その時点で試験を終了した．写真-3.3
にその破断様子を示す．残存断面部に対してカラーチェックを行ったが，疲労亀裂は認められなか
った．残存断面部に対してカラーチェックした様子は写真-3.4に示す． 
 
 
 
 写真-3.1 残存断面での亀裂の例 
疲労亀裂 
 写真-3.2 疲労亀裂の破断断面 
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 さらに，当て板部での亀裂は，No Slip ケースの S タイプの試験体（   ＝164N/mm
2，   ＝
148N/mm
2）でも見られた．   ＝164N/mm
2の当て板の亀裂を写真-3.5に示す． 
 
 
 
 写真-3.5 当て板部での亀裂進展 
非接触面 
接触面 
写真-3.3 当て板部での疲労破断 
 
写真-3.4 残存断面のカラーチェック 
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3.4.3 高力ボルト当て板要素位置の影響 
 表-3.2 に示す公称応力（純断面）範囲   を用いて各試験体の結果を S-N 線図[3.2]にプロットし
たものを図-3.5に示す．すべりを起こさないNo Slip ケースを塗りつぶし記号で，すべりを起こし
た Slippedケースを白抜きで示す．●と○はEタイプを，■と□はNタイプを，▲と△は Sタイプ
を示す．  
 
 
 
 ここでは，当て板で破断したケース（表-3.2 に斜体で記入する No Slip ケース S タイプの   ＝
140N/mm
2 試験体）で残存断面が未破断のものは未破断のケースとして扱っている．ここで，未破
断の試験結果は をつけて表す．また，参考のため，鋼構造物の疲労設計指針・同解説[3.2]に示さ
れているA等級からH等級までの疲労設計曲線も合わせて示す． 
 図-3.5 から，高力ボルト当て板要素の配置の違いにより，E タイプ，N タイプ，S タイプの順に
疲労寿命が長くなっている．すなわち，補修後の断面の図心と載荷中心を一致させたNタイプに対
して，ストップホール近くに高力ボルト当て板要素を配置した S タイプの疲労寿命が長く，一方，
反対側の端部に高力ボルト当て板要素を配置したEタイプの疲労寿命が短くなった．これは，付加
曲げモーメントの影響によってストップホール縁での応力が変化し，疲労寿命が変化したと考えら
れる． 
 また，図-3.5より，付加曲げモーメントの影響を受けないNタイプ試験体の疲労寿命は，円孔を
有する板の疲労設計曲線（C等級）[3.2]より低くなっている．これは，Nタイプ試験体において，
図-3.6に示す当て板とストップホール縁の間に点線で囲まれる部分による不連続部の開口に対する
拘束効果[3.6]が円孔を有する板の場合のより小さいためと考えられる． 
 
 
 
図-3.5 応力範囲   による S-N曲線 
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図-3.6 当て板とストップホールで囲まれる部分 
 
3.4.4 すべり挙動の影響 
 N タイプと S タイプ試験体では，すべりが発生した Slipped ケースの疲労寿命はすべりが発生し
ていないNo Slipケースより若干短くなっている．一方，Eタイプでは，Slippedケースの疲労寿命
はNo Slipケースより若干長くなっている．これらの疲労寿命の差（同じタイプで Slippedケースと
No Slipケースの差）は同じ応力範囲において，同じNo Slipケースで異なるタイプ間の差より小さ
い．例えば，表-3.2 に示す公称応力（純断面）範囲   ＝141N/mm
2において，E タイプの No Slip
ケース（5万回）と Slippedケース（12万回）の疲労寿命の差が 7万回，一方，No Slipケースの E
タイプ（5万回）とNタイプ（51.8万回）の差は 46.8万回である．このように，当て板がすべりを
起こした場合でも，高力ボルト当て板要素の配置による疲労寿命は，大きく変化しないと考えられ
る． 
 すべりの有無による疲労寿命に若干の差が生じた原因について，それぞれのタイプのすべり荷重
時の応力状態を，表-3.2に示したすべり荷重の最も小さい値で検討する．ここでは，図-3.5に示し
た応力勾配   を用いてストップホール縁での応力を簡易的に試算してみると，E タイプでは
404.3N/mm
2，N タイプでは 229.7N/mm2，S タイプでは 93N/mm2となる．これに対して，降伏応力
は 274.9N/mm2であり，E タイプのストップホール縁での応力は降伏応力を大きく超えている．さ
らに，残存断面部の母材の側縁での応力を同様に試算すると，E タイプが 480.1N/mm2となり，残
存断面の全断面が降伏している．これに対して，Nタイプと Sタイプでは，すべり荷重時の付加曲
げだけを考慮した残存断面の応力は降伏応力に達していない．このように，この応力レベルの違い
が，疲労寿命の長短に影響していると考えられる． 
 
3.4.5 最大引張荷重の影響 
 前節で，すべりによって疲労寿命が短くなるNタイプと Sタイプで，すべり後に，すべり荷重よ
り 50kN程度増やした荷重まで載荷し，最大引張荷重の影響を調べた． 
 Slippedケースにおいて表-3.2でセルを塗りつぶしにしたNタイプの   ＝133N/mm
2と Sタイプ
の   ＝140N/mm
2試験体では，静的荷重載荷時の最大引張荷重は異なるが疲労試験の応力範囲は同
じである．N タイプの   ＝133N/mm
2では，最大引張荷重 411.1kN（すべり荷重+50kN）場合の疲
残存断面部 母
材
の
側
縁 
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労寿命が 42.9万回，最大引張荷重 369.2kN（すべり荷重）の場合 32.8万回であり，約 10万回の差
があった．S タイプの   ＝140N/mm
2では，最大引張荷重 366.8kN（すべり荷重+50kN）場合の疲
労寿命が 86 万回，最大引張荷重 314.8kN（すべり荷重）の場合 79 万回であり，7 万回の差があっ
た．このように，最大引張荷重がすべり荷重より大きくなったとしても，疲労寿命が短くなる傾向
は認められなかった．すなわち，すべり後の最大荷重が疲労寿命に対して悪影響を与えることはな
いと判断される． 
 
3.4.6 当て板部の疲労亀裂発生原因の検討 
 3.4.2節で述べたように Sタイプでは，当て板で破断する試験体も見られ，当て板が破断しない場
合でも，残存断面が破断した時点で，当て板部に疲労亀裂が確認されている．このことは，図-3.2
に示した付加曲げモーメントのみを考慮した応力分布からも，S タイプではストップホール縁より
当て板ボルト孔縁の方が大きいことより推測される． 
 さらに，FEM解析により，各タイプ試験体の母材部および当て板部の応力集中係数をより求めた．
その結果を図-3.7に示す．図-3.7(a)に，Eタイプで FEM解析から求めた応力集中係数は，当て板外
縁で 1.8，当て板のボルト孔縁で 1.4，母材表面ストップホール縁で 5.0 となる．E タイプの母材表
面ストップホール縁での応力集中係数が，当て板部の応力集中係数より大きいことをわかる．また，
図-3.7(b)に，Nタイプで FEM解析から求めた応力集中係数は，当て板外縁で 2.2，当て板のボルト
孔縁で 1.7，母材表面ストップホール縁で 3.4となる．Nタイプも母材表面ストップホール縁での応
力集中係数が，当て板部の応力集中係数より大きいことをわかる．一方，図-3.7(c)に，S タイプで
FEM解析から求めた応力集中係数は，当て板外縁で 2.7，当て板のボルト孔縁で 2.2，母材表面スト
ップホール縁で 2.4 とほぼ同じとなっており，疲労亀裂は当て板外縁，当て板のボルト孔縁，スト
ップホール縁のどこから発生してもよい応力レベルにある． 
  
 
(a) Eタイプ 
図-3.7 ケースNo Slipの母材と当て板での応力集中係数比較 
当て板外縁：1.8 
 
 
ボルト孔縁：1.4 
 
ストップホール縁：5.00   
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(b) Nタイプ 
 
(c) Sタイプ 
図-3.7 ケースNo Slipの母材と当て板での応力集中係数比較（つづき） 
 
 以上のことから，当て板補修部の疲労照査を行う場合，ストップホール縁，当て板の内側ボルト
孔縁，当て板の外側縁，それぞれの疲労照査を行う必要があると考えられる． 
 
 
3.5 高力ボルト当て板要素による疲労亀裂の応急補修後の疲労寿命の検討 
 
3.5.1 付加曲げモーメントを考慮した応力範囲による検討 
 ストップホール縁での応力範囲について付加曲げ考慮した応力勾配  を用いて補正した応力範囲
      による S-N線図を図-3.8に示す． 
 
当て板外縁：2.7 
 
 
ボルト孔縁：2.2 
 
ストップホール縁：2.40   
ストップホール縁：3.40   当て板外縁：2.2 
 
 
ボルト孔縁：1.7 
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 図-3.5と比べると，図-3.8からわかるように，各タイプの試験データが，疲労等級線と平行に分
布する傾向にある．なお，S タイプの試験結果がほかのタイプより疲労寿命が若干低くなっている
が，いずれもG等級線より上に分布していることがわかる．このことは，付加曲げの影響が支配的
であることを示していると言える．S タイプの疲労寿命が若干低い傾向にある理由として，S タイ
プでは，当て板と残存断面の双方に亀裂が進展していることが認められており，残存断面での荷重
分担が大きくなり，ストップホール縁での応力が増加したことが 1つの原因と考えられる． 
 
3.5.2 FEM弾性解析による応力範囲による検討 
 ストップホール縁での応力範囲について FEM 弾性解析による応力集中係数 で補正した応力範
囲     で評価した S-N線図を図-3.9に示す． 
 
 図-3.9 応力範囲     による S-N曲線 
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図-3.8 応力範囲     による S-N曲線 
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 比較のため，図-3.9に鋼構造物の疲労設計指針・同解説に示されている機械仕上げされた板の疲
労試験データ[3.2]をプロットしている．図-3.9により，本研究で得られた疲労試験結果は，応力集
中係数 で補正した応力範囲で評価することでA等級相当として評価できると考えられる． 
 以上より，補修部の実用的かつ簡便な評価手法として，補修後の欠損断面に対して，付加曲げ応
力のみを考慮して，ストップホール縁の応力範囲を評価し，これにより疲労照査行う手法が考えら
れる．この手法では，残存断面部のストップホール縁での応力に対して付加曲げの影響だけを考慮
することになる．この疲労寿命照査には円孔板の応力集中にストップホール縁と当て板位置の欠損
長さに依存した応力集中を加味した疲労寿命を用いる．本試験で用いた試験体の諸元に対しては，
図-3.8が示すようにG等級が目安になると考えられる．この結果は，既往研究成果[3.9]と概ねに一
致している． 
 
 
3.6 まとめ 
 
 本章では，高力ボルト当て板要素の配置が補修後の断面欠損部の疲労寿命に与える影響を検討す
るため，高力ボルト当て板要素をすべらせない場合と高力ボルト当て板要素が地震などの原因です
べった場合を想定し，合計 23 体試験体の疲労試験を行った．さらに，補修後の疲労寿命の評価方
法を提案するため，付加曲げモーメトを考慮した応力範囲を用いた評価方法および応力集中を考慮
した応力範囲を用いた評価方法を検討した． 
 得られた主な結果は以下のとおりである． 
(1) 高力ボルト当て板要素の配置による疲労寿命の影響を実験的に示した．この影響は，公称応力
(純断面)範囲において，補修後の断面の図心と載荷中心を一致させたNタイプに対して，スト
ップホール近くに配置した Sタイプの疲労寿命が長く，反対側の端部に配置したEタイプの疲
労寿命が短くなった．これは，付加曲げモーメントの影響によってストップホール縁での応力
が変化し，疲労寿命が変化したためと考えられる． 
(2) 本章の試験結果において，No Slipケースの寿命と Slippedケースの寿命を比較することにより，
当て板がすべりを起こした場合でも疲労寿命は，大きく変化しないことを示した．すなわち，
疲労亀裂の応急補修設計において，高力ボルト当て板要素にすべりが発生した場合でも，疲労
亀裂の再発の阻止が可能と考えられる． 
(3) 高力ボルト当て板要素を用いた応急補修設計の際には，高力ボルト当て板要素の大きさおよび
位置によっては，高力ボルト当て板要素とストップホール縁の双方の応力を照査する必要があ
ると考えられる． 
(4) ストップホール縁での応力については，付加曲げのみを考慮した応力範囲および FEM 解析に
より求めた応力範囲の 2つの手法で評価を行い，その妥当性を疲労試験結果に基づき示した． 
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第 4章 高力ボルト当て板要素を用いた疲労亀裂の応急補修設計法の提案 
 
 
4.1 まえがき 
 
 疲労亀裂の応急対策として，ストップホールおよびストップホールに高力ボルトを入れて締め付
け，ストップホール周辺の応力集中を緩和する方法はすでに研究が行われ，実際に使用されてきて
いる．これに対して，高力ボルト摩擦接合による疲労亀裂の恒久補修では，当て板の製作，接合面
の処理等により工期が長くなるが，疲労寿命向上の観点からは極めて補修効果の高い方法の一つで
ある．当て板と高力ボルトによる機械的補修の事例は，道路橋，鉄道橋ともに数多く報告されてお
り，JSSC疲労設計指針[4.1]や日本道路協会の鋼橋の疲労[4.2]に取りまとめている．しかし，高力ボ
ルトと当て板を用いた疲労亀裂の応急補修の設計は，個々の現場における判断に任されて使用され
ているのが，現状と考えられる[4.3]． 
 そこで，本章では，高力ボルト当て板要素による合理的な応急補修方法を対象として，高力ボル
ト当て板要素の特徴を整理した後、その設計法を提案し，試設計を行い，その適用性を検討する． 
 
 
4.2 高力ボルト当て板要素を用いた疲労亀裂補修の特徴 
 
4.2.1 高力ボルト継手との違い 
 設計における疲労亀裂の当て板補修と高力ボルト継手との違いを考える．当て板補修の当て板の
断面積と高力ボルト継手の添接板の断面積は，板厚を調整することで補修設計あるいは継手の設計
の段階で比較的自由に設計できる．これに対して，母材の断面積は，主桁の建設時の断面設計の段
階で決定される．最大曲げモーメント部などを除いて，現在のガイドライン型設計では，主桁の断
面は，現場継手位置の設計断面力に対して引張フランジの孔引きを考慮して決定されている．なお，
以前は，主桁断面を決定後，この継手部分の引張フランジ断面を板継ぎによって大きくして，継手
部の設計が行われることもあった．しかしながら，一次部材の溶接による板継ぎは，一次部材とし
ての品質確保が要求され，非破壊検査も含めた溶接にコストを必要としたため，継手のための溶接
による板継ぎは現在ではほとんど行われていない．このように設計されてきた高力ボルト継手では，
引張フランジの純断面が継手の耐力を決定することが多い． 
 亀裂補修の場合，亀裂の断面には残存断面が残っており，亀裂で欠損した断面を当て板で補充す
ることで補修が行われる．この亀裂による欠損断面に対する設計は，当て板の板厚を変えることで
比較的自由に設計することができることが多く，その耐力を自由にコントロールすることができる． 
 また，継手の純断面部に対応する当て板のボルト一列目の断面は，亀裂面から離れているため応
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力に余裕がある可能性がある．さらに，疲労亀裂は小さい応力変動でも，応力集中，施工上の問題
など様々な原因で発生する．そのため，亀裂が発生した断面の応力レベルはかなり小さいこともあ
り，応力に余裕がある場合が考えられる．したがって，対象の補修で要求されていることを確認し
て，全強からの制約を遵守すべきか検討する余地があると考えられる．とくに応急補修では，全強
を考慮した設計の必要性はさらに少なくなる可能性が考えられる．上述した高力ボルト当て板要素
と高力ボルト継手の違いを表-4.1にまとめて示す． 
 
表-4.1 高力ボルト当て板要素と高力ボルト継手の違い 
視点 概要 
欠損断面 
高力ボルト継手は全断面で伝達される力を伝達することを基本に設計する
が，高力ボルト当て板要素の補修は欠損断面で伝達されていた力を伝達する
ことを基本に設計する． 
疲労亀裂 
疲労亀裂は，許容応力に対して比較的小さい応力で発生するので，補修部の
応力レベルは，継手部より小さい可能性がある． 
全強設計 補強では全強を考慮して設計する必要が必ずしもない可能性がある． 
応急補修 応急補修では，全強を考慮する必要性がさらに小さくなる． 
 
4.2.2 高力ボルト継手の性能 
 高力ボルト継手は，高力ボルトの高い耐力を活かして，一般に軸力が導入されて継手部の特異な
変形がないことを前提に使用されている．そして，道路橋示方書[4.4]では，設計法として，摩擦接
合，支圧接合および引張接合が用いられるように規定に示されているが，摩擦接合の実績が多い． 
 摩擦接合では，すべり耐力を終局荷重として変位の原因となるすべりを許さないことを前提に設
計が行われている．そのため，すべり後の研究はあまり行われてこなかったが，縁端距離を確保す
るなど適切な形状の継手を用いることで，すべり後の終局耐力をすべり耐力よりも大きく期待でき
ることが知られている[4.5] [4.6] [4.7] [4.8]． 
 しかしながら，摩擦接合の規定で設計されている継手は，すべり耐力を終局耐力と考えているた
め，すべり後のせん断支圧耐力が，すべり耐力より小さくなることもある[4.5]．そのため，当て板
補修際，疲労亀裂の進展を阻止するための応急補修設計において，終局耐力としてすべり後のせん
断支圧抵抗を期待するには，それに応じた設計を行う必要がある． 
 
4.2.3 高力ボルト当て板要素の補修効果 
 高力ボルト当て板要素に期待される効果として，欠損した断面積の単なる補充に加えて，欠損が
原因で生じる荷重中心と断面中心のズレで生ずる曲げ応力の発生と増大を解消する効果も大きい．
この点については，第 2章の静的試験結果から十分説明できる．さらに，2枚の当て板が両面から
亀裂部を拘束することで，亀裂先端部の亀裂モードⅢ[4.9]の変形を抑える効果がある．代表的な補
修対象部位を，表-4.2にまとめる． 
 63 
表-4.2 代表的な対象部位 
 設計当初，考慮されなかった面外荷重によって亀裂が発生している．例えば，主桁ウェブ
と横桁の結合部での主桁ウェブに発生進展する亀裂 
 ねじりモーメントが繰り返し発生する箇所で発生した亀裂． 
 ねじりモーメントが建設時の断面では問題とならない程小さい場合に腐食によって断面
が欠損することで，亀裂モードⅢの変形量が増大した場合． 
 
 
4.3 応急補修ための試設計概要 
 
4.3.1 応急補修における要求事項 
 亀裂の応急補修における要求事項を時間的な制約と補修部の性能の視点から表-4.3にまとめる． 
 
表-4.3 亀裂の応急補修における要求事項 
視点 要求事項 
時間的な制約 限られた時間の中での施工，あるいは，できるだけ早く施工する． 
補修部の性能 
亀裂により失った耐力を少しでも向上させる． 
亀裂による損傷の進行を抑える． 
 
 応急補修では，限られた時間の中で，できるだけ早く，また，限られた条件下で損傷による性能
低下を，少しでも，あるいは，最大限の性能向上を図ることが求められる．性能に対する要求事項
は，安全性の視点から耐力などの性能を向上させることと，進行を抑制して損傷の拡大を防止する
2つが考えられる． 
 疲労亀裂の補修は，その多くが疲労亀裂の再発防止の視点から行われてきている．そのため，疲
労亀裂の補修は当て板を用いて行う場合，欠損断面を元の状態に回復する視点から行われることが
多い．したがって，静的な耐力は建設時に確保されているので，終局耐力を照査する必要はなかっ
た．しかしながら，応急補修の場合，そこで求められる要求性能によっては，欠損断面を元の状態
まで回復する必要がない場合が考えられる．この場合は，終局耐力の視点からも補修による性能向
上効果を確認する必要がある． 
 
4.3.2 試設計の流れ 
 以上より，応急補修による性能向上を終局耐力と疲労耐久性の 2つの視点から把握することを試
みる．具体的には，一般の設計のように，決められた設計荷重に対して補修構造を決定することは
しない．まず，当て板補修の形状について，ボルト本数を 2本に固定して，終局耐力の視点から検
討する．これまでに用いてきた継手の許容値，すべり耐力など高力ボルト本数で決まる高力ボルト
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継手の特性値を基準とすると，ボルトの終局せん断耐力に対してどの程度安全余裕を確保できるか
把握する．次に，母材から決定される耐力を，縁端距離を変化させて，母材の降伏せん断耐力を試
算して，ボルトの終局せん断耐力との比率を把握する．次に，当て板の厚さを変化させて，当て板
の断面積の影響を検討する．断面積の影響は，当て板部の耐力の検討とともに，I 桁の抵抗曲げモ
ーメントへの影響も検討する．最後に疲労耐久性の検討を加える． 
 
4.3.3 対象モデル 
 本試設計では，単径間の I桁の曲げが卓越する区間での下フランジから発生した亀裂がウェブに
進展した場合に，片側ボルト 2本を用いて当て板補修を行い，応急補修するケースを対象として試
算を行う．補修で用いる高力ボルトは F10TM22[4.10]である． 
 補修に用いる断面として，平成 6年版の標準設計[4.11]で設計番号 0240の中桁を参考に図-4.1の
断面を採用した．材質は標準を参考に SM490Y材とした．この断面に対してこの図に示すように亀
裂をウェブ下端から 500mmと 150mmの 2種類を仮定して試算を行う．下フランジは完全に疲労亀
裂で破断していることを想定している． 
 
  
(a) 亀裂長さ 500mm                  (b) 亀裂長さ 150mm 
図-4.1 対象桁断面と疲労亀裂長さ（単位：mm） 
 
 また，本試設計では，亀裂先端にストップホールを設けることを想定する．ただし，ストップホ
ールにボルトを挿入して締め付けることを行わない．その結果，図-4.2に示すように，ストップホ
ール（直径：24.5mm）を併用してた補修モデルを設定した． 
 さらに，図-4.1に示す対象とした I桁断面のウェブ高さ 1,800mmに対して，上述したようにウェ
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ブ下端からストップホール上端までの亀裂長さを 150mmと 500mmを対象として試算を行う．ボル
ト 2本をウェブの下端に配置することを基本に試算を行う．実際には，ウェブとフランジの溶接部
との干渉を考え，ボルト中心位置はウェブ下端から 50mmとした．当て板の幅は，ボルト孔の縁端
距離 40mmの 2倍（80 mm）に設定した．図-4.2に示す． 
 
 
 
       (a) 亀裂長さ 500mm               (b) 亀裂長さ 150mm 
図-4.2 補修概要（単位：mm） 
 
 
4.3.4 試設計のパラメータ 
 本試設計で設定したパラメータとその値を表-4.4にまとめて示す． 
 
表-4.4 パラメータとその値 
項目 変数 
亀裂長さ ウェブ下端から 150mm，500mm 
当て板厚さ 9mm，13mm，15mm，19mm 
内側のボルト縁端距離 40mm，60mm 
 
 表-4.4より，母材の耐力に影響する内側ボルト，亀裂断面に近い方のボルト位置は亀裂断面から
40mmと 60mmの 2つのケースを対象とする．すなわち，母材の荷重方向の縁端距離を標準の 40mm
と図-4.3に示す 60mm（内側のボルト間隔は 120mm）とする．ボルト間隔は 75mmとする．また，
当て板の幅を 80mmに固定して，板厚を 9mm，13mm，15mm，19mmとした 4ケースを設定した． 
 さらに，亀裂長さが 500mm のケースに対して，図-4.4 に示すように下フランジ近くに当て板を
配置する場合と，ストップホールに近くに当て板を配置する場合の 2ケースを設定した． 
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        (a) 母材縁端距離 40 mm      (b) 母材縁端距離 60 mm 
図-4.3 母材の縁端距離（単位：mm） 
 
 
     
      (a) 下フランジ側              (b) ストップホール側 
図-4.4 当て板要素の配置（単位：mm） 
 
 
4.4 試設計結果 
 
 本試計算では，静的耐力について，すべり後のせん断支圧抵抗を期待した終局耐力を把握する．
まず，高力ボルトによる高力ボルト当て板要素分に着目し，この当て板部の終局耐力を試算する．
高力ボルトについては，高力ボルトの軸部のせん断耐力で決定され，ボルトの本数だけで決定され，
ボルト 2本を対象としているため，終局耐力は一定になる．母材のせん断耐力についても，母材板
厚さとボルト 2本の制約から，ボルト間隔と縁端距離から決定され，自由度は低い．これに対して，
母材の内側ボルトでの純断面（図-4.5(a)に示す）の耐力は，健全時とほぼ変わらないので，この断
面で当て板部の耐力が決まることはないため，試算の対象としない．一方，当て板の純断面（図
-4.5(b)に示す）の耐力は断面を大きくすればするほどその耐力は大きくなる．そこで，高力ボルト
せん断耐力，母材のせん断耐力，そして当て板の引張耐力を試算対象として，結果を比較検討する． 
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(a) 母材の純断面            (b) 当て板の純断面 
図-4.5 母材と当て板の純断面 
 
 また，支圧耐力については，この部分は塑性変形を起こすが，この部分の応力で破断などの不安
定状態になることはない．母材へのボルトからの支圧による母材の荷重方向のせん断破断は，この
支圧応力にほとんど依存しないことは実験でも示され[4.5]，その考え方で設計法が規定されている
基準もある[4.12]．支圧による塑性変形は，各ボルトの荷重分担の均等化を図り，エネルギー吸収
の効果もあるため，終局時の耐荷性能を考える場合，これを利用することが考えられる．ここでは，
まず，文献[4.5]の実験結果や建築の規定[4.12]を参考に，高力ボルト当て板要素の耐力について試算
を行う．次に，I桁の抵抗曲げモーメントを試算して桁としての耐力向上を検討する． 
 
4.4.1 高力ボルト当て板要素の耐力 
 高力ボルト当て板要素の静的耐力は表-4.5に示す 3つの着目部位による高力ボルト当て板要素の
耐力を分類し，それぞれに対して検討を行う． 
 
表-4.5 高力ボルト当て板要素の耐力 
着目部位 耐力 
高力ボルト 
高力ボルト当て板要素の許容すべり耐力 
高力ボルト当て板要素の許容支圧耐力 
高力ボルト当て板要素のすべり耐力 
ボルトの降伏せん断耐力 
高力ボルトの終局せん断耐力 
母材 母材の降伏せん断耐力 
当て板 当て板の降伏引張耐力 
 
 高力ボルト当て板要素耐力については，高力ボルトのせん断破壊に至るまで，ボルト本数で決ま
る 5つの段階を想定する．この 5つの段階の耐力が式-4.1から式-4.5までに示すように求める． 
 
                           (式-4.1) 
下フランジ 下フランジ 
ウェブ ウェブ 
当て板 
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                               (式-4.2) 
 
                            (式-4.3) 
 
 
   
                           (式-4.4) 
 
 
    
                            (式-4.5) 
 
ここに，      ：高力ボルト当て板要素の許容すべり耐力 
    ：1ボルト 1摩擦面あたり許容力（48 kN）[4.2] 
   ：接合面数（2） 
   ：片側ボルト本数（2） 
      ：高力ボルト当て板要素の許容支圧耐力 
      ：1ボルト 1せん断面あたり許容せん断応力度（190 N/mm
2）[4.2] 
     ：ボルト軸部断面積（11
2      380mm2） 
   ：せん断面数（2） 
       ：高力ボルト当て板要素のすべり耐力 
      ：ボルトの 0.2％耐力を用いたボルトの降伏せん断耐力 
      ：1ボルト 1せん断面あたり降伏せん断強度（900 N/mm
2    520 N/mm2） 
       ：ボルトの終局せん断耐力 
       ：1ボルト 1せん断面あたり終局せん断強度（1,000 N/mm
2    577 N/mm2） 
 以上の式より，5 つの段階の耐力が高力ボルトの終局せん断耐力に対する比率を安全余裕として
表-4.6にまとめる． 
  
 母材による高力ボルト当て板要素の耐力については，母材の降伏せん断耐力として以下の式で求
める． 
 
 
   
                                (式-4.6) 
 
ここに，  
   
 ：母材の降伏せん断耐力 
    ：母材片側ボルト孔数（2） 
   ：ボルト間隔（75mm） 
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   ：縁端距離（40mm，60mm） 
   ：板厚（9mm） 
    ：降伏点（SM490Y材，355N/mm
2）[4.2] 
 試算した母材の降伏せん断耐力の結果は表-4.7に示す． 
 
 当て板による高力ボルト当て板要素の耐力については，当て板の降伏引張耐力として以下の式で
求める． 
 
                                  (式-4.7) 
 
ここに，      ：当て板の降伏引張耐力 
    ：当て板枚数（2） 
   ：当て板の幅（80mm） 
   ：ボルト孔径（24.5mm） 
   ：板厚（9mm，13mm，15mm，19mm） 
    ：降伏点（SM490Y材，355N/mm
2） 
 当て板による高力ボルト当て板要素の耐力結果は表-4.8に示す． 
 
表-4.6 高力ボルトの終局耐力に対する安全余裕 
各段階 
耐力値 
（kN） 
安全余裕 
（880kNに対する） 
高力ボルト当て板要素の許容すべり耐力     192 4.6 
高力ボルト当て板要素の許容支圧耐力     288 3.1 
高力ボルト当て板要素のすべり耐力      330 2.7 
高力ボルトの降伏せん断耐力 
   
 790 1.1 
高力ボルトの終局せん断耐力 
    
 880 1.0 
 
表-4.7 母材の降伏せん断耐力 
縁端距離 
（mm） 
母材の降伏せん断耐力 
   
 
（kN） 
40 420 
60 500 
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表-4.8 当て板の降伏引張耐力 
当て板厚 
（mm） 
当て板の降伏引張耐力     
（kN） 
9 350 
13 510 
15 590 
19 750 
 
 以上の試算結果から，高力ボルト当て板要素のすべり耐力の試算結果は 330kNで，この荷重レベ
ルは，高力ボルトの終局せん断耐力に対して 2.7 の安全余裕が確保されている．ここで，高力ボル
ト当て板要素のすべり耐力 330kNを基準にして適用性を検討する． 
 母材の降伏せん断耐力は，縁端距離 40mm の時 420kN となり，60mm の時に 500kN となる．こ
れに対して，終局せん断耐力を試算する．この時終局せん断耐力として，材料の引張強さに比例し
た耐力を期待するには，文献[4.5]から，母材の終局せん断耐力時に母材の純断面が全断面降伏に至
らない必要があると考えられる．これに対して，図-4.5(a)に示すように母材の純断面は健全時の断
面に近く，このことは保証できると考えられる．したがって，母材の終局せん断耐力が母材の降伏
せん断耐力に対する比率は，引張強さ/降伏点＝490 N/mm2/355 N/mm2＝1.38となる．そのため，縁
端距離を変えた場合の母材の降伏耐力はそれぞれ，420kNと 500kNであるため，それぞれの母材の
終局耐力のすべり耐力に対する比率は，縁端が 40mm の場合が 1.38×420kN/330kN＝1.8，一方，縁
端が 60mmの場合が 1.38×500kN/330kN＝2.1になる．高力ボルト当て板要素のすべり耐力が高力ボ
ルトの終局せん断耐力に対する安全余裕を基準値とすると，母材の終局せん断耐力が母材の降伏せ
ん断耐力に対する比率は 1.8，2.1 となり，高力ボルトの終局せん断耐力に対する安全余裕 2.7に比
較して，母材には塑性変形によるエネルギー吸収があることを考えると適用の可能性はあると考え
られる． 
 当て板の降伏引張耐力は，板厚 9mmで 350kNとなり，高力ボルトの終局せん断耐力の以上とな
る．当て板の降伏せん断耐力は，当て板の縁端距離を母材と同じにすれば，当て板のせん断断面積
は母材の 2倍になるので，母材の終局せん断耐力に至る前に，当て板のせん断面が全断面降伏に至
ることはない．そのため，当て板の純断面部での終局引張耐力のすべり耐力に対する比率は，板厚
9mm の場合が 1.38×350kN/330kN＝1.5，13mm の場合が 1.38×510kN/330kN＝2.1，15mm の場合が
1.38×590kN/330kN＝2.5，19mmの場合が 1.38×750kN/330kN＝3.1である．つまり，当て板厚を大き
くすれば，大きくすることが可能である． 
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4.4.2 I桁の静的耐荷性能 
 I 桁の静的耐荷性能を求めるため，ボルト位置の当て板の応力が降伏点  になったときの抵抗曲
げモーメントを曲げ耐力として算出する．高力ボルト当て板要素による応急補修をしない場合，す
なわちストップホールだけの場合についても，ストップホール上端応力を降伏点  とした時の曲げ
モーメントを耐力として試算する．また，比較として，亀裂がない健全時の断面の許容曲げモーメ
ントも計算する．ここで，当て板および母材の降伏点  が SM490Y材，355N/mm
2である． 
 これらの結果をまとめて表-4.9に示す．表には亀裂長さ，当て板の板厚，曲げ耐力すなわち抵抗
曲げモーメントを算出に当たって用いた基準位置の応力を示した．基準位置は，当て板補修なしの
場合がストップホール上端とし，当て板補修ありの場合が当て板幅方向の中心位置とした．また，
表についての具体的な計算方法は，当て板補修あり，当て板厚さ 19mm，亀裂長さ 150mm のケー
スを例として，図-4.6に示す． 
 
表-4.9 I桁の抵抗曲げモーメント 
 
当て板厚さ
（mm） 
亀裂長さ
（mm） 
当て板配置 
曲げ耐力
（kN･m） 
当て板 
補修なし 
0 
150 
 
2,403 
500 
 
1,547 
当て板 
補修あり 
9 
150 
 
3,008 
500 ストップホール側 2,050 
500 下フランジ側 1,869 
13 
150 
 
3,358 
500 ストップホール側 2,336 
500 下フランジ側 2,226 
15 
150 
 
3,533 
500 ストップホール側 2,479 
500 下フランジ側 2,404 
19 
150 
 
3,884 
500 ストップホール側 2,765 
500 下フランジ側 2,761 
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図-4.6 計算シートの例 
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 表-4.9より，亀裂長さ 150mmに対して，最小当て板厚の 9mmケースでは，曲げ耐力が 3,008kN･
m，最大当て板厚が 19mmケースでは，曲げ耐力が 3,884kN･mになる．当て板厚の増加につれ，曲
げ耐力が増加している．また，亀裂長さ 500mmに対して，最小当て板厚の 9mmケースでは，当て
板がストップホール側に配置した場合，曲げ耐力が 2,050kN･m，当て板が下フランジ側に配置した
場合，曲げ耐力が 1,869kN･mになる．最小当て板厚の 19mmケースでは，当て板がストップホール
側に配置した場合，曲げ耐力が 2,765kN･m，当て板が下フランジ側に配置した場合，曲げ耐力が
2,761kN･mになる．すなわち，当て板厚が薄い場合，当て板がストップホール側に配置するほうは，
下フランジ側に配置するほうより，高い曲げ耐力を得られる． 
 4.4.1節高力ボルト当て板要素の静的耐力の適用性の検討では，高力ボルト当て板要素のすべり耐
力 330kNを基本に行った．ここにて，I桁の静的耐力の曲げ耐力の適用性検討では，当て板の降伏
引張耐力を基準に行う．亀裂長さ 150mm，板厚 9mm のケースについて，板厚 9mm のケースの当
て板の降伏引張耐力は 350kN であるので，これを基準耐力とすると，高力ボルト 2 本の終局耐力
880kN に対して安全余裕は 2.5 と確保されている．しかし，表-4.9 より，このケースの曲げ耐力が
3008kN･mとなり，当て板補修なしの曲げ耐力と比較すると約 25%増しになっている． 
 一方，亀裂長さ 150mm，板厚 19mm のケースについて，表-4.9 より，このケースの曲げ耐力が
3,884kN･mとなり，当て板補修なしの曲げ耐力と比較すると約 60%増しになっている．しかし，こ
のケースでは，当て板の降伏引張耐力は 750kNであり，この値を基準としてしまうと高力ボルト 2
本の終局耐力 880kNに対して，安全余裕は 880kN/750kN＝1.2しかない． 
 以上のことより，厚板を適用するには，高力ボルトを高強度化することより，高力ボルトの終局
せん断耐力に対する安全余裕を大きくする可能性があると考えられる．さらに，高力ボルトの高強
度化より，高力ボルト当て板要素のすべり耐力の上昇が期待できる．ここで，検証のため，上述の
各試算の中，1,000N/mm2級の高力ボルトを 1.8 倍にした 1,800N/mm2級高力ボルトを用いて，高力
ボルトの終局せん断耐力および高力ボルト当て板要素のすべり耐力を改めて計算する．その結果，
高力ボルトの終局せん断耐力が 1,584kN，高力ボルト当て板要素のすべり耐力が 594kNとなる．高
力ボルト当て板要素のすべり耐力は，高力ボルトの終局せん断耐力に対する安全余裕が 2.7に保っ
ているが，高力ボルト当て板要素のすべり耐力の上昇より，母材に対する安全余裕の確保が不要と
なる．その結果，亀裂長さ 150mm，板厚 19mm のケースに対して，当て板の降伏引張耐力は，高
力ボルトの終局せん断耐力に対する安全余裕が 1,584kN/750kN＝2.1となる． 
 
 
4.5 疲労耐久性 
 
 上述では，静的耐力の視点から，すべり耐力など高力ボルト本数で決まる高力ボルト継手の特性
値を基準とすると，ボルトの終局せん断耐力に対してどの程度安全余裕，および母材から決定され
る耐力を縁端距離で変化させて，母材の降伏せん断耐力を試算してボルトの終局せん断耐力との比
率を検討した．ここでは，上述の試算の例を用いて，当て板要素による亀裂の応急補修後の疲労耐
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久性の定量的な評価を検討する． 
 ここでは，亀裂長さ 150mm，板厚さ 19mm のケースについて，曲げ勾配を考慮してストップホ
ール上端の応力を算出すると 325N/mm2である．具体的な計算方法は図-4.6 に示している．これは
当て板のボルト位置での応力を 355N/mm2としたときの応力なので，T 荷重による応力範囲をこの
ときの 30％として計算すると 98N/mm2でる．この値を用いて図-4.7 で当て板要素による亀裂の応
急補修後の疲労耐久性を評価する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.7 応力範囲による S-N曲線 
 
 図-4.7には，第 3章の疲労試験結果にプロットし，これらの結果が曲げ応力を考慮し，ストップ
ホール縁での応力範囲でまとめている．結果より，いずれの結果はG等級線より上に分布している
ことがわかる．従って，T 荷重による応力範囲をこのときの 30％とした 98N/mm2で評価すると，
疲労寿命が約 30万回となる． 
 
 
4.6 応急補修設計の提案 
 
 本章の試設計から，長い亀裂また亀裂先端変形モードⅠを対象とし，恒久対策を実施されるまで
の間，疲労亀裂の更なる進展を防止するための応急補修対策およびその設計のフローを提案する．
提案する応急補修用高力ボルト当て板要素は図-4.8 に示す．高力ボルト当て板要素を用いた応
急補修設計のフローの提案は図-4.9に示す． 
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   (a) 超高力ボルトを使用する場合     (b) 2つ高力ボルト当て板要素を併用する場合 
図-4.8 応急補修用高力ボルト当て板要素の提案 
 
 
図-4.9 応急補修設計のフロー 
 
 
4.7 まとめ 
 
 応急補修に対する，高力ボルト当て板要素の応急補修設計法を検討するため，まず，高力ボルト
による当て板補修と高力ボルト継手の違いを整理した後，設計法の提案を行った．その設計法でボ
ルト 2本を用いた補修について試設計を行い，その適用性の検討を行った．以下に結果を述べる． 
(1) ボルト 2本を用いた当て板補修部の各耐力を示した．  
(2) ボルト間隔と縁端距離を変化させることで，終局耐力を多少調整することができる． 
(3) 当て板から決まる耐力は，当て板の板厚で調節可能であり，母材の耐力を発揮できるように板
厚を決めるのが合理的である． 
(4) 応急補修に対して提案した設計法は，すべり後の耐荷性能を考慮して補修構造を検討する一手
法として，性能を検討して設計することが可能と考えられる．当て板断面とボルトの配置を必
要に応じて決定することで，すべり後の耐荷性能を合理的に検討できる． 
 
 
 
下フランジ
ウェブ
亀裂 亀裂
ストップホール ストップホール
当て板断面の仮定
配置に応じる断面応力分布の計算
付加曲げを考慮した応力範囲による疲労寿命の推定
すべり耐力の推定
縁端距離やボルト間隔などの設定
安全余裕と曲げ耐力の推定
高力ボルト当て板要素の決定
超高力ボルトの使用 2つ高力ボルト当て板要素の併用
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第 5章 高力ボルト当て板要素を締結するための超高力ボルトの開発 
 
 
5.1 まえがき 
 
 第 2章の静的試験結果と第 3章の疲労試験結果から，高力ボルト当て板要素をストップホール側
に配置した S タイプ試験体の終局耐力と疲労強度は他のタイプの試験体より大きい値が得られた．
しかし，S タイプ試験体のすべり耐力は他のタイプの試験体より小さくなっている．さらに，第 4
章でこの配置に注目した試設計の結果より高力ボルト当て板要素の降伏引張耐力が高力ボルト終
局せん断耐力に対する安全余裕も低かった．従って，高力ボルト当て板要素を締結する高力ボルト
の高強度化が望まれている．そのため，本章では，超高力ボルトの開発の一環として，超高力ボル
トに使用するねじ形状の開発およびそれを使用した超高力ボルトの性能検証を目的とする． 
 高力ボルトの高強度化を図る上で，最大の技術的な課題は遅れ破壊の克服である．遅れ破壊とは，
鋼材が静的な応力を負荷されてから，ある時間経過後，突然破壊する現象であり，材料－環境－応
力の相互作用によって生じる一種の環境脆化とされ，水素による材質劣化の一形態と考えられてい
る[5.1]．すなわち，高力ボルトの遅れ破壊は，高力ボルトの材料組織の水素脆化感受性とねじ形状
に起因する応力集中部での水素の集積と関連づけられる．従って，高力ボルトの高強度化には,耐遅
れ破壊に有効な新しいねじ形状を望まれている． 
 近年，例えば，この 2 つの要因を考慮して開発された 1,400N/mm2級高力ボルト（SHTB®）は，
国土交通大臣の一般認定を取得し，建築分野において広く適用されている．本研究では，1,400N/mm2 
級高力ボルトより，一層の高強度化を目指し，1997年度から 2005年度まで物質・材料研究機構（以
下，NIMSと称す）で実施された超鉄鋼プロジェクトの中で開発された材料強度が 1,800N/mm2級の
水素感受性の低い鋼材に着目している．この鋼材を用いて JIS メートル並目ねじ [5.2]（以下，JIS
ねじ）を有する高力ボルトを試作し，大気暴露試験および高力ボルト摩擦接合継手のパイロット試
験を行った．その結果，高力ボルト摩擦接合に適用するためには JIS ねじ形状の改善が必要である
ことを明らかにした [5.3] [5.4]．一方，SHTB®に使用されているねじ（以下，SHTBねじ）は，図-5.1
に示すように，従来の JIS ねじで決められたねじ底部形状と異なり，ねじ谷深さを浅くし，ねじ谷
の形状を三つの真円からなる曲線とし，応力集中の低減をはかっている．しかし，この三つの真円
からなる曲線は複雑で，ねじ転造工具の製作精度の確保が難しいことが想定される．さらに，材料
強度が 1,800N/mm2の場合では，1,400N/mm2の場合より一層加工性が悪化すると予想され，できあ
がるねじ形状の品質低下が危惧される． 
 したがって，本章では，ねじ部の応力集中の緩和とねじ転造工具の加工性と耐久性に配慮した新
しいねじ形状の開発を目的とし，FEM 解析によるボルトねじ形状の提案，および，それを用いた
1,800N/mm
2級高力ボルトの引張破断試験とリラクセーション試験を行い，その性能を確認する． 
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図-5.1 三つの円弧で決められた SHTBねじ形状 
 
 
5.2 新しいねじ形状の開発 
 
5.2.1 SHTBねじ形状と JISねじ形状の比較 
 JISねじ形状は，1,000N/mm2級高力ボルトのねじ形状として採用されている．図-5.2に示すよう
に，JISねじの基準山形はとがり山高さ（H），ねじ山ピッチ（D）とねじ山フランク角度（60°）で
決められている．また，ねじ底の円弧半径（O）は JIS B 0209[5.5]により推奨値のH/6とされている． 
 
 
図-5.2 JISねじ形状（JIS B 0205 メートル並目ねじ）[5.2] [5.5] 
 
 一方，SHTBねじ形状は，図-5.3に示すように，ねじ山のフランクからねじ底に移行する折れ曲が
り開始点（0.45H）がJISねじの（0.25H）より大きく設定され，さらに，折れ曲がり開始点における
円弧半径をJISねじ底のOと同じH/6としている．大きな応力集中と塑性ひずみ集中が予想されるね
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じ底の円弧半径はJISねじの4倍（2H/3）としている．とがり山高さ，ねじ山ピッチとねじ山フラン
ク角度はJISねじと同じである．すなわち，SHTBねじ形状は折れ曲がり開始点の位置とねじ底の形
状を改良することにより，ねじ底での応力集中および塑性ひずみ集中を緩和したと考えられる． 
 
 
図-5.3 SHTBねじ形状 [5.6] [5.8] 
 
 JISねじ形状とSHTBねじ形状の違いを，M22ボルトを例に，おねじ（ボルト側）とめねじ（ナッ
ト側）の接触部を図-5.4に比較した．M22ボルト基準山形の寸法値は，JIS B 0205により，ピッチが
2.5mmで，とがり山高さが2.165mmである．さらに，めねじの寸法はメートル並目ねじの許容限界
寸法および公差（JIS B 0209）に基づいて，公差域を文献[5.6]を参考として決めている．ただし，ピ
ッチ公差はゼロとしている． 
 
   
         (a) JISねじ                (b) SHTBねじ 
図-5.4 JISねじおよびSHTBねじ接触部形状寸法（単位：mm） 
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 図-5.4より，ねじ谷底からボルト中心までの距離（枠内数字）はボルトの純断面半径（s）であり，
SHTBねじの方が JISねじより大きくなっている，すなわち，SHTBねじボルトの純断面積が JISね
じボルトの純断面積より大きいことがわかる．一方，おねじ外径を 11mmとし，ねじ底の谷間を浅
く大きくした SHTB ねじでは，おねじとめねじの接触長さ（X=0.8357mm）およびおねじにおける
せん断厚さ（Y=1.1482mm）が JISねじのそれら（X=1.302mm,Y=1.6145mm）より小さくなっている． 
 
5.2.2 新しいねじ形状 
 JIS ねじ形状と SHTBねじ形状の比較をもとに，ねじ製作性を考慮した SHTBねじ底の谷間とほ
ぼ同じ位置に一つの真円の円弧で決められる新しいねじ（以下，NEWねじ）を提案した．NEWね
じ形状と SHTBねじ形状の比較を図-5.5に示す．NEWねじ形状は JISねじの基準山形に基づいて，
ねじ底の円弧半径を JISねじの 2倍（H/3）と大きく設定した．この円弧を決める真円はフランクで
構成される正三角形の内接円となっている．この円弧は SHTBねじのフランク面から谷部に移行す
る折れ曲がり開始点と近い位置（0.5H）にそれを設定した最大曲率円弧であり，一層の応力集中の
緩和効果が期待される． 
 
 
図-5.5 NEWねじ形状 
 
 図-5.6には，NEWねじの接触部形状寸法を示す．NEWねじ接触部の形状寸法（めねじ形状）は，
SHTBねじを参考に，図-5.4に示した l=0.406mm，q=0.26mmおよびp=0.2256mmを用いて決定した．
図-5.6に示すように，NEWねじにおけるおねじとめねじの接触長さ（X=0.8834mm）およびおねじ
のせん断厚さ（Y=1.1978mm）は，SHTBねじとほぼ同じである．JISねじ，SHTBねじ，NEWねじ
の有効断面積を表-5.1に示す．なお，NEWねじの有効断面積の算定は，JISねじと同様に JIS B 1082 
[5.7]に従った． 
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図-5.6 NEWねじ接触部形状寸法（単位：mm） 
 
表-5.1 ねじの有効断面積（M22ボルト） 
ねじ形状 有効断面積（mm2） 
JIS 303 
SHTB 316 
NEW 320 
 
5.2.3 ねじ部に発生する最大応力および塑性ひずみ 
 高力ボルトの遅れ破壊の発生は，遅れ破壊を発生させる限界水素量と実使用環境下における水素
の侵入量のバランスによって決定すると考えられ，特に，水素の侵入量は高力ボルトに発生する応
力（最大応力）とひずみの状態（塑性ひずみ量）に深く関係している [5.8] [5.9]．本研究では，高
力ボルトの遅れ破壊特性評価ガイドブック[5.9]およびSHTB®を開発する際に行われたFEM解析 
[5.6] [5.8] [5.10]を参考に，M22ボルトが締め付けられている状態を模擬したFEM弾塑性解析を行い，
ボルトねじ部に発生する最大応力および塑性ひずみについて考察する． 
 本解析では，図-5.7に示すようにおねじ（ボルト側）とめねじ（ナット側）をはめあいさせた状
態の軸対称モデルを対象とする．軸対称モデルのため，不完全ねじ部および螺線ねじ形状のモデル
化は行っていない．また，ナットのめねじ山数は，SHTB®用ナットと同じと仮定し 10 山に設定し
た．本解析では，JISねじ形状，SHTBねじ形状，NEWねじ形状の 3つのねじ形状を設定した． 
 本解析には，汎用構造解析コードの一つであるABAQUS [5.11]を用い，軸対称解析を行った．使
用した要素は 3節点の 3角形要素である．ねじ部の最小要素サイズは 0.05mmである．この要素サ
イズで SHTB ねじ谷の O=H/6 円弧部（最短円弧）は 6 分割される．ナットとねじのはめあい部に
は，接触境界を設定した．なお，ねじ部では潤滑処理されることから，接触境界では摩擦係数が経
験値として 0.1 を与えた．本解析では，1800N/mm2級高力ボルトを対象とすることから，それぞれ
のねじ形状に対して与えた導入軸力は，1,000N/mm2級高力ボルトの標準ボルト軸力 [5.12]（226kN）
の 1.8 倍（407kN）とした．本解析で用いた材料定数を表-5.2 に示す．ボルトおよびナットの材料
は，1,000N/mm2級高力ボルト耐力 [5.12] [5.13](900N/mm2)の 1.8倍（1,620N/mm2）とした．解析に
対
称
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用いた応力－ひずみ関係を図-5.8に示す． 
 
 
図-5.7 解析モデル 
 
表-5.2 FEM解析に用いた材料定数 
材料 
降伏点 
(N/mm2) 
引張強さ 
(N/mm2) 
ヤング率 
(N/mm2) 
ポアソ
ン比 
ボルト 
ナット 
1,620 1,860 2.0x10
5
 0.3 
 
 
図-5.8 応力－ひずみ関係 
 
 最大主応力のコンター図および相当塑性ひずみのコンター図を図-5.9にまとめて示す．ここで，
最大主応力は，3つの垂直応力の中で，値が最も大きいものである．相当塑性ひずみは，降伏条件
に基づいて，多軸状態におけるひずみを単軸ひずみ状態に相当する塑性ひずみである．本解析では，
ミーゼスの降伏条件式を用いた．図より，ねじ谷における最も大きい最大主応力と塑性ひずみの発
生位置は谷底の最も深い所ではないこと，特に，SHTBねじ形状では，図-5.3に示すO=H/6で決め
られた円弧部であることがわかった．また，SHTBねじ形状とNEWねじ形状の相当塑性ひずみコ
ンター図から，9番と 10番ねじ谷の間のねじ山でせん断方向に全塑性化していることがわかる．こ
のようにねじ断面での塑性化が認められることから，引張性能やリラクセーション性能を実際のボ
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ルトを用いて検討する必要があると判断される． 
 
      
      (i)最大主応力                (ii)相当塑性ひずみ 
(a) JISねじ形状 
     
      (i)最大主応力                (ii)相当塑性ひずみ 
(b) SHTBねじ形状 
図-5.9 最大主応力と相当塑性ひずみコンター図（ボルト導入軸力407 kN時） 
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      (i)最大主応力                (ii)相当塑性ひずみ 
(c) NEWねじ形状 
図-5.9 最大主応力と相当塑性ひずみコンター図（ボルト導入軸力 407 kN時）（続き） 
 
 ねじ谷の最大主応力および相当塑性ひずみの比較を，図-5.7 に示す 1 番から 19 番までのねじ谷
のすべての円弧部における各節点の最大主応力と相当塑性ひずみから，各ねじ部位におけるそれぞ
れの最大値を抽出し，図-5.10と図-5.11にそれぞれプロットしている． 
 
 
図-5.10 最大主応力（ボルト導入軸力 407 kN時） 
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図-5.11 相当塑性ひずみ（ボルト導入軸力 407 kN時） 
 
 図-5.10と図-5.11より，いずれのねじ形状においても，ねじ谷に発生する最大主応力および相当
塑性ひずみの最大値は9番ねじ谷に，次に大きい値が1番ねじ谷に生じることがわかる．すなわち，
ねじ形状によらず，最も大きい最大主応力および相当塑性ひずみは9番ねじ谷に生じる．また，ナ
ットはめあい部内の9番ねじ谷から18番ねじ谷まで，最大主応力および相当塑性ひずみの値は減少
する．一方，遊びねじ部内の2番ねじ谷から8番ねじ谷まで，最大主応力および相当塑性ひずみの値
はほぼ一定となっている．また，9番ねじ谷の最大主応力値については，JISねじ形状が2,830N/mm2，
SHTBねじ形状が2,400N/mm2，NEWねじ形状が1,990N/mm2であり，JISねじ形状に対して，SHTBね
じ形状が約15%の減少，NEWねじ形状が約30%の減少を示している．また，相当塑性ひずみについ
ては，JISねじ形状が0.038，SHTBねじ形状が0.025，NEWねじ形状が0.019であり，JISねじ形状に対
して，SHTBねじ形状が約35%の減少，NEWねじ形状が約50%の減少となっている． 
 以上のことから，NEW ねじ形状は JIS ねじ形状および SHTB ねじ形状と比較して，耐遅れ破壊
性能が向上していると考えられる．  
 
5.2.4 NEWねじ形状におけるねじ製作精度が与える影響の考察 
 実際のねじ製作では，でき上がったボルトのねじ形状は設計したねじ形状と完全には一致せず，
製作誤差を有している．この誤差がねじ部に発生する最大応力および塑性ひずみに与える影響を考
察するため，本研究で開発されたNEWねじ形状より，円弧半径Oを約 0.05mm大きくしたNEW+1
ねじ形状と，円弧半径Oを約 0.1mm小さくしたNEW-1ねじ形状をモデル化して，前節と同じ解析
を行った．設定した解析モデルにおけるねじ形状の円弧の位置関係を図-5.12 に示す．NEW ねじ，
NEW+1ねじとNEW-1ねじにおけるねじ谷 1番，5番，9番での最大主応力を表-5.3に示す． 
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図-5.12 NEW+1ねじ形状とNEW-1ねじ形状 
 
表-5.3 代表的なねじ谷部で発生した最大主応力（ボルト導入軸力 407 kN時） 
ねじ谷番号 
最大主応力(N/mm2) 
SHTBねじ NEWねじ NEW+1ねじ NEW-1ねじ 
1番 2,082 1,878 1,848 1,945 
5番 1,690 1,766 1,745 1,817 
9番 2,400 1,990 1,950 2,104 
 
 表-5.3により，いずれの位置においても円弧半径Oが小さくなるに連れ，最大主応力は大きくな
っている．また，いずれのねじ形状においても，9 番ねじ谷において最大値が，1 番ねじ谷に次に
大きい値が生じており，前節の解析結果と同様な傾向を示している．また，円弧半径Oが最も小さ
い NEW-1 ねじ形状で，9 番ねじ谷に発生する最大主応力は SHTB ねじ谷部に発生する最大主応力
とほぼ同じであり，製作時の誤差を考慮した場合においても，NEW ねじ形状は SHTB ねじ形状と
同様に耐遅れ破壊性能の改善に効果を有していると考えられる． 
 
 
5.3 FEM弾塑性解析結果の検証 
 
5.3.1 FEM弾塑性解析概要 
 5.2 節の FEM 解析結果を検証するため，5.2 節で使用した JIS ねじ形状と SHTB ねじ形状の解析
モデルに対して文献[5.10]の再現解析を行い，文献 [5.10]の解析結果（ねじ谷に発生する最大主応力
および相当塑性ひずみの最大値）と比較を行った．なお，再現解析では文献[5.10]との比較が可能
となるよう，応力－ひずみ関係とボルト導入軸力の大きさを文献[5.10]のそれと同じとしている．
再現解析で用いた材料定数と応力－ひずみ関係を表-5.4 と図-5.13 にそれぞれ示す．また，再現解
析に用いた解析モデルを図-5.14に示す．ボルト導入軸力は 329kNである． 
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表-5.4 再現解析に用いた材料定数 
材料 降伏点 
(N/mm2) 
引張強さ 
(N/mm2) 
ヤング率 
(N/mm2) 
ポアソン比 
ボルト 
ナット 
1,345 1,452 2.0x105 0.3 
 
 
図-5.13 SHTB用応力－ひずみ関係 
 
 
図-5.14 再現解析モデル 
0  
200  
400  
600  
800  
1,000  
1,200  
1,400  
1,600  
0 0.01 0.02 0.03 0.04 0.05 0.06 0.07 
応
力
（
N
/m
m
2
）
 
ひずみ 
ナット
(8ねじ山）
JISねじ形状ボルト
対称軸(ボルト中心)
ＳＨＴＢねじ形状ボルト
対称軸(ボルト中心)
ナット
(10ねじ山）
ボルト軸力
ボルト軸力
18171615141312111021 3 4 65 7 8 9 19ねじ谷番号：
18171615141312111021 3 4 65 7 8 9 19ねじ谷番号：
 88 
5.3.2 解析結果の比較 
 再現解析で得られた結果と文献 [5.10]の解析結果をまとめて図-5.15に示す．図より，文献 [5.10]
の結果とほぼ同様の結果が得られているいることがわかる．また，最大主応力値および相当塑性ひ
ずみのいずれに対しても，4番ねじ谷から 14番ねじ谷までそれぞれの再現解析と文献 [5.10]の解析
結果がおおむね一致していることがわかる．一方，本解析モデルでは，不完全ねじ部をモデル化し
ていないことから，不完全ねじ部を有する文献[5.10]の結果と 1 番ねじ谷から 3 番ねじ谷までで異
なっているが，それ以外のところではおおむね一致ししていることから，不完全ねじ部のモデル化
の有無ははめあい部に影響を与えないことも確認できる． 
 
 
図-5.15 解析結果（ボルト導入軸力 329 kN時）[5.10] 
 
 以上の比較結果により，本 FEM弾塑性解析モデルが妥当であることを確認した． 
 
 
 
ＪＩＳ（従来の結果） ＪＩＳ（本解析結果）
ＳＨＴＢ（従来の結果） ＳＨＴＢ（本解析結果）
Nobuyoshi UNO et al. Super-High-Strength bolt, “SHTB®”
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5.4 性能検証試験 
 
 本試験で用いたボルトは，NIMSが開発された 1,800MPa級超鉄鋼材から作られ，ねじ部が JISと
NEW ねじ形状の 2 種類に切削製作された．実用化するため，本性能検証試験では，ボルト鋼の性
能試験，ボルト引張破壊試験およびリラクセーション試験を行う．ボルト鋼の性能試験は，作られ
たボルトから試験片を採取し，引張試験を行い，ボルトの機械性質を検証する．ボルト引張破壊試
験およびリラクセーション試験は，ボルトの破断形式およびボルト軸力の低下について，NEW ね
じ形状のボルトが JISねじ形状のボルトとの違いを検証する． 
 
5.4.1 超高力ボルト鋼の性能試験 
 本性能確認試験で用いたボルトは，NIMSで開発された1,800MPa級超鉄鋼材から，ねじ部をJISね
じとNEWねじ形状の2種類にそれぞれ切削加工し，製作されたものである．でき上がったねじはJIS 
B 0209に従う公差範囲内である．材料試験は，2本の製作されたボルトから2体の試験片を採取し，
引張試験を行った． 
 図-5.16に示すように，JIS B 1186 [5.13]に従って4号試験片を採取し行う．ここで，標点距離が 
28mm，軸径が8mm，平行部長さが38.3mm，肩部の半径が20mmとする．試験の結果を表-5.5に示す． 
 表-5.5より，引張強さの平均値は 1,875 N/mm2であり，1,800N/mm2級強度を満足している．また，
0.2%耐力の平均値は 1,584 N/mm2であり，1,000N/mm2級高力ボルト耐力（900N/mm2）の 1.8 倍の
1,620N/mm
2 とほぼ同等となっている．しかし，伸びおよび絞りは，JIS B 1186 に規定された
1,000N/mm
2級高力ボルトの値（伸び：14以上，絞り：40以上）より低かった． 
 
 
図-5.16 試験片（単位：mm） 
 
表-5.5 試験片により引張試験結果 
試験片 
降伏点 
(N/mm2) 
引張強さ 
(N/mm2) 
伸び 
(%) 
絞り 
(%) 
No. 1 1,588 1,884 12.4 33.3 
No. 2 1,579 1,865 10.9 27.5 
平均 1,584 1,875 11.7 30.4 
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5.4.2 超高力ボルト引張試験 
 写真-5.1 に示す JIS ねじ形状と NEW ねじ形状の 2 種類のボルトに対して，載荷冶具を介して，
破断するまで載荷する．試験体数はねじ形状ごとに各 3 体である．載荷冶具は，図-5.17 に示すよ
うに，上下の冶具を万能試験機により圧縮することで，2 枚の締結板を介してボルトに引張力を作
用する構造となっている． 
 
 
図-5.17 ボルト載荷冶具 
 
 
写真-5.1 2種類のねじ形状 
 
 本試験で用いたボルト試験体の内訳を表-5.6に示す．試験では，ボルトを締結板に設けたボルト
孔に通し，ボルトを手締めした後，載荷を開始する．計測項目は，万能試験機で示される圧縮荷重
（ボルトの引張力），締結板間の離間変位（2箇所）である．ここで，離間変位は図-5.17に示す離
間変位標点に，写真-5.2に示すように変位計を設置して計測する．載荷の様子を写真-5.2に示す．
ボルト引張荷重および破断部位を表-5.6に示す． 
 
 
 
ボルト
離間変位標点
冶具
冶具
締結板
締結板
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表-5.6 ボルト試験体の内訳 
試験体名 ねじ形状 ボルト呼び径 
首下長さ 
(mm) 
ねじ部長さ 
（mm) 
JIS-1 
JIS 
M22 100 40 
JIS-2 
JIS-3 
NEW-1 
NEW NEW-2 
NEW-3 
 
 
写真-5.2 載荷の様子 
 
表-5.7 試験結果のまとめ 
試験体名 ボルト引張荷重（kN） ボルト破断部位 
JIS-1 513 ねじ切り上がり部 
JIS-2 512 9番ねじ谷部 
JIS-3 510 ねじ切り上がり部 
NEW-1 594 9番ねじ谷部 
NEW-2 610 9番ねじ谷部 
NEW-3 612 9番ねじ谷部 
 
 また，破断後のボルトを写真-5.3 に，荷重と平均離間変位の関係を図-5.18 にそれぞれ示す．写
真-5.3 に示された部位は破断部位を示している．破断部位については，NEW ねじ形状ボルトでは
すべて 9 番ねじ谷で，JIS ねじ形状ボルトでは 9番ねじ谷で 1体，ねじ切り上がり部で 2体であっ
た．9 番ねじ谷での破断は，解析結果で想定した通りであった．ねじ切り上がり部の破断は切削に
よる影響と考えられる． 
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(a) JISねじ形状 
 
(b) NEWねじ形状 
写真-5.3 ボルト破断後の様子 
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 ボルト破断後の観察から，ねじ山せん断破壊が発生し，ナットが抜けるといった現象は見られず，
NEWねじ形状ボルトにおいてもねじ谷から引張破断するという望ましい破断形式であった．  
 図-5.18には，参考のために通常の1,000N/mm2級高力ボルト（呼び径M22）の結果もHTBとして示
している．また，1,000N/mm2級高力ボルトの設計ボルト軸力（205kN）およびJIS B 1186に規定され
たボルト製品の引張荷重（303kN），また，これらを1.8倍にした設計ボルト軸力（369kN）および引
張荷重（545kN）も示している． 
 図-5.18より，いずれのねじ形状に対しても 1,800N/mm2級高力ボルトの設計ボルト軸力（369kN）
レベルまで，荷重と平均離間変位の関係は線形となっている．一方，JISねじ形状ボルトの引張荷
重は 1,800N/mm2級高力ボルトの引張荷重（545kN）より小さいが，NEWねじでは，それを上回っ
ており，NEWねじ形状が 1,800N/mm2級高力ボルトのねじ形状として有効であることがわかる．こ
れは，NEWねじ形状は，JISねじ形状に比べ，ねじ形状が改善されたことにより，ねじ部の応力集
中が低くなったためと考えられる．しかしながら，本試験結果によれば，NEWねじ形状ボルトに
おいても最大荷重以降の伸び性能が不足しており，伸び性能に対するボルト鋼材の成分検討の改善
余地が考えられる． 
 
5.4.3 リラクセーション試験 
 NEWねじ形状ボルトとJISねじ形状ボルトのそれぞれを締め付けた後，ボルト軸力の減少量を計
測した． 
 
 
図-5.19 リラクセーション試験結果 
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 本試験では，JISねじ形状とNEWねじ形状のそれぞれに対してボルト1本を用意し，同じ締め付け
板に締め付けた．締め付け板の表面処理は赤錆面とし，2枚の板の合計厚は56mmである．締め付け
ボルト軸力は1,000N/mm2級高力ボルトの設計ボルト軸力の1.8倍（369kN）とした．締め付けから約
2年間の軸力残存率と経過時間の関係を図-5.19に示す．ここで軸力残存率は，ボルト締め付け1分後
の軸力（100%）に基づいて計算した．ボルト軸力は，ボルト軸部に貼り付けたひずみゲージにより
計測し，事前に行ったキャリブレーション結果から求めた．また，温度によるボルト軸力の変化は
ダミーゲージによって補正した． 
 図-5.19より，ボルトを締め付けてから720日においては，NEWねじ形状のボルト軸力残存率は
96%，JISねじ形状のボルト軸力残存率は98%となっている．NEWねじ形状の軸力残存率は，JISね
じ形状よりも低くなったが，その差はわずかであり，ねじ形状によるボルトリラクセーション性能
の低下は同等であると判断できる． 
 このことより，NEWねじ形状を有する 1,800N/mm2級高力ボルトは，1,000N/mm2級高力ボルト
と同様に，設計ボルト軸力の 10％増しを標準ボルト軸力とすることが可能と考えられる． 
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5.5 まとめ 
 
 本章では，NIMSで開発された高力ボルト用鋼を用いた1,800N/mm2級高力ボルトの実現を目指し，
ボルトねじ部の応力集中を緩和し，ねじ転造工具の加工性と耐久性も考慮した，より簡易なねじ形
状を提案し，そのねじ形状の有効性をFEM弾塑性解析および高力ボルトの性能確認試験を行い，検
討した．得られた結論を以下にまとめる． 
(1) JISねじと SHTBねじの形状をもとにNEWねじを提案した．NEWねじの形状は，ねじ山のフ
ランク面から谷部に移行する折れ曲がり開始点を SHTB ねじの折れ曲がり開始点と近い位置
（基準山の高さの半分）に設定し，ねじ谷の円弧半径を JISねじの円弧経の 2倍（H/3）として
いる．ピッチ，基準山の高さ，外径，フランク角は JISねじと同じである． 
(2) FEM 弾塑性解析結果により，最も大きいねじ谷に発生する最大主応力および相当塑性ひずみ
は，ねじ形状によらず，ナット内のねじと最初にかかる 9 番ねじ谷に生じる．また，NEW ね
じの 9番ねじ谷に生じる最大主応力は 1,990N/mm2で，JISねじに比べて 30％減少し，SHTBに
比べて 17％減少している．一方，NEW ねじの 9 番ねじ谷に生じる相当塑性ひずみは 0.019 で
あり，JIS ねじに比べて 50％の減少，SHTB に比べて 24％減少している．これらのことから
NEWねじ形状は遅れ破壊に対して，従来のねじ形状より有効であると考えられる． 
(3) ボルト引張破壊試験結果から，FEM弾塑性解析において懸念されたNEWねじボルトのナット
が抜けるといった現象は見られず，NEW ねじ形状ボルトにおいてもねじ谷から破断するとい
う望ましい破断形式が得られた．しかしながら，NEW ねじ形状ボルトにおいても，ボルト鋼
そのものの伸びおよび絞りが低いことから，1,800N/mm2級高力ボルト製品としての変形性能が
不足しており，材料の改善が待たれる． 
(4) NEW ねじ形状を有する 1,800N/mm2 級高力ボルトのリラクセーションによる軸力低下は
1,000N/mm
2 級高力ボルトと同様に設計ボルト軸力の 10％増しを標準ボルト軸力とすることが
できる． 
(5) 以上の結果より，NEWねじ形状は1,800N/mm2級超高力ボルトに適用可能であると考えられる． 
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第 6章 結論 
 
 
6.1 本研究の結論 
 
 本研究では，高力ボルト当て板要素を用いた疲労亀裂の応急補修に着目し，基礎研究として，高
力ボルト当て板要素の簡単な設計方法および配置方法，さらに，補修後の疲労寿命の簡単な評価方
法を確立することを目的として，高力ボルト当て板要素を用いた試験体の静的試験および疲労試験
を行った．静的試験結果をもとに，高力ボルト当て板のすべり耐力および母材の残存断面が破断す
る終局耐力における，高力ボルト当て板要素の配置の影響を検討した．また，疲労試験結果をもと
に，亀裂発生部位に高力ボルト当て板補修を行う場合に対して，高力ボルト当て板要素をすべらせ
ない場合と高力ボルト当て板要素が地震などの原因ですべった場合を想定し，当て板要素の配置が
補修後の断面欠損部の補修後疲労寿命に与える影響を検討した．さらに，高力ボルト当て板要素を
用いた疲労亀裂発生部位の応急補修設計法は試設計結果をもとに検討した．最後に，高力ボルト当
て板要素の適用可能性を拡大するために非常に有効な超高力ボルトについて，物質・材料研究機構
で開発された材料強度が 1,800N/mm2級の水素感受性の低い超高力ボルト用鋼材を用いた高力ボル
トの実現を目指し，ねじ部の応力集中をより緩和でき，より簡易な耐遅れ破壊に有効なねじ形状を，
FEM解析結果をもとに提案すると共に，引張破断試験およびリラクセーション試験を行い，提案す
る新しいねじ形状が 1,800N/mm2級超高力ボルトに適用可能であることを示した．本論文は 6 章よ
り構成されており，各章で得られた主な結果を要約すると，以下のとおりである． 
 
 第 1章では，本研究の背景ならびに疲労亀裂の応急補修に関連する既往研究および疲労亀裂の応
急補修の現状について述べ，本論文の位置付けと目的を明確にした．そして，研究の課題と研究内
容の概要を述べた． 
 
 第 2章では，まず，本研究で行う静的試験および疲労試験の試験体の形状および決定経緯を紹介
した．次に，高力ボルト当て板要素の配置により 4つのタイプの試験体を用い，高力ボルト当て板
にすべりが発生するまでおよび母材の残存断面が破断するまで単調引張試験を行い，高力ボルト当
て板のすべりが発生する時の荷重（すべり耐力）および母材の残存断面が破断する時の荷重（終局
耐力）を基に高力ボルト当て板要素の配置の影響を検討した．最後に，試験結果をもとに，すべり
耐力および終局耐力の簡単な推定式を提案した． 
 本章で得られた主な研究成果をまとめると，以下のとおりである． 
(1) すべり耐力については，高力ボルトを荷重作用方向に配置したタイプ（E タイプ，N タイプ，
Sタイプ）の中では，ボルトの配置が異なるとすべり荷重は異なる．すなわち，ボルト 2本を
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荷重方向に配置した試験体において，ストップホールに接して当て板を配置した Sタイプのす
べり耐力が最も小さく，試験体の端部に配置したEタイプのすべり耐力が最も大きく，亀裂面
の断面の補強後の中立軸を板中心に一致させた N タイプのすべり耐力が S タイプと E タイプ
の中間となった．すなわち，当て板の配置がストップホール部に接近するほど，すべり耐力は
小さくなる結果が得られた．一方，ボルトの配置を荷重直角方向に配置したTタイプは，Eタ
イプとほぼ同じすべり耐力を示した． 
(2) 終局耐力については，高力ボルトを荷重作用方向に配置したタイプの中では，当て板の配置が
ストップホール部に接近するほど終局耐力が大きくなり，すべり耐力と逆の傾向を示した．一
方，ボルトの配置を荷重直角方向に配置したTタイプは，Sタイプとほぼ同じ終局耐力を示し
た． 
(3) 片側から入った亀裂に対して高力ボルト当て板要素補強を行う場合，高力ボルトを荷重作用方
向に配置したタイプの中では，Eタイプのように外側に配置するとすべり耐力をかなり高くで
きる．疲労亀裂の再発に対しては，Sタイプのようにボルト孔近くに配置すると終局耐力をか
なり高くできる．一方，Tタイプのように欠損断面の全断面を閉じた場合には，すべり耐力と
終局耐力の両方を高く期待できるが，補修時間の制限で，応急補修には向かないと考えられる．
すなわち，高力ボルト当て板要素の応急補強に当たっては，各のタイプの特性を考慮して，そ
れぞれの要求を確認して，設計する必要がある． 
(4) 静的試験結果を基に，それぞれの簡便な推定式を提案した．提案したすべり耐力の推定式は，
50%付加曲げ応力を考慮した計算結果が試験結果とよく一致した．一方，当て板の終局時の荷
重伝達メカニズムを考えて提案した推定式から，計算結果が試験結果より安全側の値を算出し
た． 
 
 第 3章では，まず，高力ボルト当て板要素の配置により 3つのタイプ（Tタイプを除く）の試験
体を用いて，高力ボルト当て板要素をすべらせない場合と高力ボルト当て板要素による疲労亀裂補
修後，地震など原因で高力ボルト当て板要素がすべった状況を考慮し，補修後の断面欠損部の当て
板要素の配置による補修後の疲労寿命の影響を検討した． 
 本章で得られた主な研究成果をまとめると，以下のとおりである． 
(1) 高力ボルト当て板要素の配置による疲労寿命の影響を実験的に示した．この影響は，公称応力
(純断面)範囲において，補修後の断面の図心と載荷中心を一致させたNタイプに対して，スト
ップホール近くに配置した Sタイプの疲労寿命が長く，反対側の端部に配置したEタイプの疲
労寿命が短くなった．これは，付加曲げモーメントの影響によってストップホール縁での応力
が変化し，疲労寿命が変化したためと考えられる． 
(2) 本章の試験結果において，No Slipケースの寿命と Slippedケースの寿命を比較することにより，
当て板がすべりを起こした場合でも，疲労寿命は，大きく変化しないことを示した．すなわち，
疲労亀裂の応急補修設計において，高力ボルト当て板要素のすべりを起こした場合でも，疲労
亀裂の再発阻止ができると考えられる． 
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(3) 高力ボルト当て板要素を用いた応急補修設計の際には，高力ボルト当て板要素の大きさおよび
位置によっては，高力ボルト当て板要素とストップホール縁の双方の応力を照査する必要があ
る． 
(4) ストップホール縁での応力については，付加曲げのみを考慮した応力範囲および FEM 解析に
より求めた応力範囲の 2つの手法で評価を行い，その妥当性を疲労試験結果に基づき示した． 
 
 第 4章では，高力ボルト当て板要素の応急補修による性能向上を静的強度と補修後疲労寿命の 2
つの視点から把握したうえで，ボルト本数を 2本に固定して，静的耐力の視点から，すべり耐力な
ど高力ボルト本数で決まる高力ボルト継手の特性値を基準に，ボルトの終局せん断耐力に対する安
全率，および母材から決定される耐力について縁端距離を変化させて，母材の降伏せん断耐力を試
算し，ボルトの終局せん断耐力との比較を行った．次に，当て板の厚さを変化させて，当て板の断
面積の影響を検討した．さらに，当て板部の耐力の検討とともに，I 桁の抵抗曲げモーメントへの
影響も検討した． 
 本章で得られた主な研究成果をまとめると，以下のとおりである． 
(1) ボルト 2本を用いた当て板補修部の各耐力を示した．  
(2) ボルト間隔と縁端距離を変化させることで，終局耐力を多少調整することができる． 
(3) 当て板から決まる耐力は，当て板の板厚で調節可能であり，母材の耐力を発揮できるように板
厚を決めるのが合理的である． 
(4) 応急補修に対して提案した設計法については，当て板断面とボルトの配置を必要に応じて決定
することで，すべり後の耐荷性能を合理的に検討できる．  
 
 第 5章では，第 2章の静的試験結果と第 3章の疲労試験結果から，高力ボルト当て板要素がスト
ップホール側に配置したSタイプ試験体の終局耐力と疲労強度はほかのタイプの試験体より大きい
値が得られた．しかし，Sタイプ試験体のすべり耐力はほかのタイプの試験体より小さくなった．
さらに，第 4章でこの配置に対する試設計の結果より高力ボルト当て板要素の降伏引張耐力が高力
ボルト終局せん断耐力に対する安全余裕も低かった．従って，高力ボルト当て板要素を締結する高
力ボルトの高強度化が望まれる．本章では，NIMS で開発された高力ボルト用鋼を用いた
1,800N/mm
2級高力ボルトの実現を目指し，ボルトねじ部の応力集中を緩和し，ねじ転造工具の加工
性と耐久性も考慮した，より簡易なねじ形状を提案し，そのねじ形状の有効性を FEM 弾塑性解析
および高力ボルトの性能確認試験を行い，検討した． 
 本章で得られた主な研究成果をまとめると，以下のとおりである． 
(1) JISねじと SHTBねじの形状をもとにNEWねじを提案した．NEWねじの形状は，ねじ山のフ
ランク面から谷部に移行する折れ曲がり開始点を SHTB ねじの折れ曲がり開始点と近い位置
（基準山の高さの半分）に設定し，ねじ谷の円弧半径を JISねじの円弧経の 2倍（H/3）として
いる．ピッチ，基準山の高さ，外径，フランク角は JISねじと同じである． 
(2) FEM 弾塑性解析結果により，最も大きいねじ谷に発生する最大主応力および相当塑性ひずみ
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は，ねじ形状によらず，ナット内のねじと最初にかかる 9 番ねじ谷に生じる．また，NEW ね
じの 9番ねじ谷に生じる最大主応力は 1,990N/mm2で，JISねじに比べて 30％減少し，SHTBに
比べて 17％減少している．一方，NEWねじの 9番ねじ谷に生じる相当塑性ひずみは 0.019で
あり，JISねじに比べて 50％の減少し，SHTBに比べて 24％減少している．これらのことから
NEWねじ形状は遅れ破壊に対して，従来のねじ形状より有効であると考えられる． 
(3) ボルト引張破壊試験結果から，FEM弾塑性解析から懸念されるNEWねじボルトのナットが抜
けるといった現象は見られず，NEW ねじ形状ボルトにおいてもねじ谷から破断するという望
ましい破断形式が得られた．しかしながら，NEW ねじ形状ボルトにおいても，ボルト鋼その
ものの伸びおよび絞りが低いことから，1,800N/mm2級高力ボルト製品としての変形性能が不足
しており，材料の改善が待たれる． 
(4) NEW ねじ形状を有する 1,800N/mm2 級高力ボルトのリラクセーションによる軸力低下は
1,000N/mm
2級高力ボルトと同様に設計ボルト軸力の 10％増しを標準ボルト軸力とすることが
できる． 
(5) 以上の結果より，NEWねじ形状は1,800N/mm2級超高力ボルトに適用可能であると考えられる． 
 
 
6.2 今後の研究課題 
 
 以上の研究結果をもとに，高力ボルト当て板要素を用いた疲労亀裂の応急補修法に関する研究課
題として以下が挙げられる． 
(1) 静的試験で提示した限界耐力の簡易推定式については，板厚，ボルト本数および配置を換えて
試験データを増やし，その信頼性を確認するとともに，より合理的な推定式に変えていく必要
がある． 
(2) 疲労試験ですべり起こした場合の補修後疲労寿命の変化，および最大引張荷重による補修後疲
労寿命への影響について，FEM 解析と試験計測項目を増やした疲労試験を行い，詳しく検討
する必要がある．さらに，付加曲げのみを考慮して簡便な補修後疲労寿命評価方法を確立する
ため，ストップホール縁と当て板の位置関係や載荷中心と残存断面中心の関係など構造のバリ
エーションを増やした FEM解析および疲労試験を行う必要がある． 
(3) NEWねじ形状を有する 1,800N/mm2級超高力ボルトを製品化するため，ねじ部を転造したボル
トの性能試験およびリラクセーション試験の試験体数を追加する必要がある． 
(4) 本研究の結果を踏まえて全橋をモデル化した FEM 解析のシミュレーションを行い，高力ボル
ト当て板要素による疲労亀裂の応急補修効果を検討する必要がある． 
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